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令和2年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金 

（障害者政策総合研究事業） 

地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究 

 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究 

 

研究分担者：野口正行（岡山県精神保健福祉センター） 

研究協力者：大江 浩（富山県新川厚生センター），岡本秀行（川口市保健所疾病対策課）、熊谷

直樹（東京都立中部総合精神保健福祉センター）、熊取谷 晶（京都府健康福祉部障害支援課）、

河本次生（埼玉県立精神保健福祉センター社会復帰部）、佐々木英司（埼玉県発達障害総合支援

センター）、篠崎安志（横浜市青葉区役所高齢・障害支援課）、中川浩二（和歌山県福祉保健部福

祉保健政策局障害福祉課）、中村征人（愛知県瀬戸保健所健康支援課）、波田野準也（青森市保健

所保健予防課）、前沢孝通（前沢病院）、柳 尚夫（兵庫県豊岡健康福祉事務所）、山田 敦（川崎

市健康福祉局障害保健福祉部障害者更生相談所南部地域支援室）、山本 賢（埼玉県飯能市健康福

祉部） 

 

要旨 

令和 2年度は、厚生労働省にて「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る

検討会」のための資料作成のため、全国の市区町村、中核市、精神保健福祉センターに対し

て実態調査を行った。またこの調査および厚労省が実施した保健所および都道府県等本庁主

管課への調査を基にして、第 3回および第 8回の上記検討会において資料の説明を行った。

資料の内容としては、①精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの概念整理を行った。

②自治体の精神保健が、市町村を中心として、それを保健所、精神保健福祉センターが支援

する重層的支援体制を基本とすることを確認した。③それぞれの機関における今後の具体的

な業務内容について検討を行い、期待される機能を遂行できるための課題として、自治体に

おける精神保健のしかるべき位置づけをすることと、人員体制の強化が重要であることを強

調した。 

A.研究の背景と目的 

 令和 2年度には厚生労働省の「精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築に

係る検討会」が行われた。本検討会は令和 2

年 3 月から令和 3 年 3 月にかけて 9 回行わ

れた。本研究班では本検討会が行われる前か

ら「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テム」（以下、「にも包括」）の概念整理、アウ

トリーチ支援、地域移行支援、協議の場の運

営、包括的支援体制の推進などについてガイ

ド暫定案を作成するなど、「にも包括」に関す

る自治体の役割について検討を行ってきた。

こうした経緯を踏まえて、本検討会では、自

治体の精神保健について、まず「にも包括」

の概念整理を行い、それに基づいて自治体各

機関の役割の検討を行った。 

 最初に自治体の精神保健の方向性と現状

と課題を整理するため、市区町村と精神保健

福祉センターへの調査を行い、それらを基に

して、第 3 回検討会において、「自治体の精

神保健」、「市町村と精神保健福祉センターの

方向性と課題」の資料作成および検討会での

説明を行った。 

 また第 8 回検討会では再度、自治体の精神
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保健についての検討が行われた。この検討に

際しては、中核市への調査を行い、その結果

も踏まえて、市町村、保健所、精神保健福祉

センターの重層的支援体制についての検討

を行い、資料作成と検討会での説明を行った。 

  

B.方法 

1. 実態調査 

① 市区町村調査 

目的：市区町村の精神保健関連業務に係る人

員体制及び精神保健関連業務の実施状況を

把握するとともに、市区町村が精神保健関連

業務を実施するにあたっての困難や今後の

方向性について現場からの意見を集約し、

「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テム」構築における市区町村等の役割を検討

するための基礎資料とした。 

 

対象：全国の 1,741 市区町村 

 

調査方法：厚生労働省より、各都道府県に研

究班が作成した調査票を送付し、各都道府県

から各市町村に調査票と依頼文書を送付す

るように依頼した。各都道府県は各市町村か

らの回答を集約して厚生労働省に提出した。

研究班においてデータを集計・分析を行った。 

 

調査期間：令和 2 年 6 月 17 日より 7 月 15

日。 

 

調査項目：専門職配置状況、COVID-19に関

連した精神保健業務の現状、市区町村業務に

おける精神保健の関連性、普及啓発活動・企

画調整業務の実施状況、保健所・精神保健福

祉センターとの業務連携状況、精神保健業務

における対応の困難さとその内容、精神保健

業務の困難さ軽減のための方策、今後の精神

保健業務推進体制とそれに伴う課題、精神保

健福祉業務に関する市区町村・保健所・精神

保健福祉センターの役割分担。 

 

② 中核市調査 

目的：業務運営要領改正に向けた中核市にお

ける精神保健福祉業務の実施状況を把握す

るとともに、精神保健関連業務を実施するに

あたって中核市固有の課題を把握し、中核市

における「精神障害にも対応した地域包括ケ

アシステム」構築に向けた実施体制を検討す

るための基礎資料とした。 

 

対象：全国の中核市 60 ヶ所 

 

調査方法：研究班より各中核市に研究班が作

成した調査票を送付し、各中核市からの回答

を研究班が集約して厚生労働省に提出した。

研究班においてデータを集計・分析を行った。 

 

調査期間：令和 2年 10月 16日より 10月 30

日。 

 

調査項目：業務運営要領に合わせた運営状況、

警察官通報に対する関与の状況、精神障害に

も対応した地域包括ケアシステムの構築推

進に向けた体制について、地域共生社会の実

現に向けた、精神保健福祉業務と多分野多領

域との連携について。 

 

③ 精神保健福祉センター調査 

目的：本調査は、第 3 回精神障害にも対応し

た地域包括ケアシステム構築に係る検討会

において、精神保健福祉センターが現在有し

ている機能と役割と人員体制を把握すると

ともに、今後のセンターが果たすべき役割と

それに必要な項目をどのようにセンターが

とらえているかを把握する目的で実施した。 

 

対象：全国の 69 精神保健福祉センター 

 

調査方法：研究班より、各センターに研究班

が作成した調査票と依頼状を送付した。各セ

ンターは回答を研究班に提出した。全国精神

保健福祉センター長会にも事前に研究につ
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いて承認を得て、センター長会のメーリング

リストにおいても、研究協力の依頼を行った。

研究班においてデータを集計・分析を行った。 

 

調査期間：令和 2 年 6 月 17 日より 7 月 10

日。 

 

調査項目：専門職配置状況、COVID-19に関

連した精神保健業務の現状、市区町村業務に

おける精神保健の関連性、普及啓発活動・企

画調整業務の実施状況、保健所・精神保健福

祉センターとの業務連携状況、今後の精神保

健業務推進体制とそれに伴う課題、精神保健

福祉業務に関する市区町村・保健所・精神保

健福祉センターの役割分担。 

 

2. 検討会での資料提出 

① 第 3 回検討会資料 

上記の調査結果をもとにして、第 3 回検討

会において、「精神障害にも対応した地域包

括ケアシステムと自治体の精神保健」、「市町

村の現状と課題」「精神保健福祉センターの

現状と課題」の３つの資料を作成し、説明を

行った。 

 

② 第 8 回検討会資料 

 第3回検討会で議論が十分できなかった保

健所、精神保健福祉センターの役割を含めて、

「自治体の精神保健」の資料を作成し、説明

を行った。 

 

C.結果／進捗 

1. 調査 

① 市区町村調査（資料 1） 

回答数：1,267（回答率 72.8%） 

 市町村の業務における精神保健の関連性

については、自殺対策（720 か所、57.9%）、

虐待（577か所、46.4%）、生活困窮者自立支

援・生活保護（511か所、41.1%）、母子保健・

子育て支援（500か所、40.2%）、高齢・介護・

認知症対策（500 か所、40.2%）などで、多

くの市町村が精神保健に「大いに関係がある」

と回答した。 

精神保健福祉相談の困難さについては、半

数近くの市町村が「対応に苦慮している」と

回答した。特に、受診拒否（964か所、77.6%）、

ひきこもり（845 か所、68.0%）、虐待（648

か所、52.1%）、アルコール・薬物（450か所、

36.2%）、発達障害（409か所、32.9%）など

で特に対応が困難であるという回答が得ら

れた。 

それらを解決するために市町村が必要と

考える対応としては、「人員体制の充実」

（1001か所、80.5%）、「保健所からのバック

アップ」（970か所、78.0%）、「精神医療の充

実」（956か所、76.9%）や「精神医療との連

携」（757 か所、60.9%）、「精神保健福祉セン

ターからのバックアップ」（535か所、43.0%）

などが挙げられた。具体的な支援の例として

は、「保健所からのバックアップ」の中では

「個別支援の協働」（935 か所、96.4%）が一

番多かった。「精神科医療の充実」については、

「精神科医による訪問・往診」（694 か所、

72.6%）が最多であった。「精神医療との連携

強化」については、「医療スタッフと地域のス

タッフとの顔の見える関係づくり」（615 か

所、81.2%）が最多であった。 

 各事業における役割分担としては、「認知

症や高齢者の精神保健」（932か所、75.0%）、

「心の健康づくりに関する普及啓発」（896か

所、72.1%）「自殺対策事業の普及啓発」（857

か所、68.9%）。「相談支援事業所との連携」

（819 か所、65.9%）、「発達障害者支援」（797

か所、64.1%）などを市町村が中心であると

考える市町村が多かった。 

 

② 中核市調査（資料 2） 

回答数：54（回答率 90.0%） 

 現在の市町村や保健所の運営要領の下で

の業務運営で「対応に苦慮している」と回答

した中核市保健所が 44 か所（81.5%）と多数

を占めた。具体的には「職員の配置」（33 か
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所、75.0%）や「地域精神保健福祉における

保健所の役割」（30 か所、68.2%）が多かっ

た。 

 警察官通報については、関与している保健

所が多数（49か所、90.7%）であったが、具

体的には「情報提供」（40 か所、74.1%）や

「事前調査への関与」（24 か所、44.4%）が

多かった。関与することによるメリットとし

ては、「早期の状況把握による早期支援が開

始できる」（34 か所、69.4%）、「措置入院が

不要となった後のフォローアップを円滑に

できる」（33 か所、67.3%）との回答が最多

であった。 

 

③ 精神保健福祉センター調査（資料 3） 

回答数：65（回答率 94.2%） 

 優先的に実施している業務としては、「依

存症」（47か所、72.3%）、「ひきこもり」（36

か所、55.4%）、「自殺対策」（35か所、53.8%）

が多かった。 

業務量の見通しについては、「依存症対策」

（61か所、93.8%）や「自立支援医療（精神

通院）」（57か所、87.7%）や「精神障害者保

健福祉手帳」（60 か所、92.3%）の判定業務

などの業務量の増加をはじめ、ほとんどの業

務で業務量が増加する見通しであると回答

したセンターがほとんどであった。 

 今後の役割分担としては、「ギャンブル依

存」（49 か所、75.4%）、「薬物依存」（48 か

所、73.8%）、「ゲーム依存」（45か所、69.2%）

など依存症者への回復支援や「自死遺族支援」

（44か所、67.7%）、「福祉サービス事業者の

人材育成」（41 か所、63.1%）、「精神保健福

祉資料や ReMHRAD の分析」（33 か所、

50.8%）の優先度が高いと答えたセンターが

多かった。 

 人員体制については、常勤選任の精神科医

が在籍するセンターは 48 か所（73.8％）で

あり、およそ 4分の 1のセンターでは、常勤

専任精神科医が不在であった。最近 5年間の

人員体制については、常勤専門職は「変わり

ない」と答えたセンターが多数（32 か所、

49.2%）であったが、減少したセンターも（11

か所、16.9%）あった。 

 

2. 検討会での資料提出 

① 第 3 回検討会 

i. 「精神障害にも対応した地域包括ケア

システムと自治体の精神保健」（資料 4） 

 「にも包括」の概念整理と、自治体の役割

について整理を行った。「にも包括」の充実に

より、事前の予防的対応が充実し、事後的に

緊急対応が必要になる事例が減少すること

が期待できる。自治体において予防対応のリ

ソースを充実させることで、「にも包括」の効

果的なシステム構築を図ることが期待でき

ることを示した。 

自治体の精神保健は相談支援と企画立案

と大きく二つに区別できる。自治体の機能と

いうと、企画立案機能が注目されやすいが、

相談支援機能も重要であり、実際に多くの自

治体が苦労している現状がある。このことか

らも、企画立案と相談支援のバランスをとっ

た形での体制整備が望ましいことも示した。 

しかし、現状では自治体のスリム化もあり、

十分な対応が難しい状況であることを指摘

した。 

 

ii. 「市町村の現状と課題」（資料 5） 

 前述の調査結果を踏まえて、市町村の体制

と課題について整理した。 

 母子保健、高齢者対策、生活困窮者支援、

自殺対策やひきこもりなど市町村での重要

な業務は精神保健との関連が深い。しかし、

市町村は精神保健相談では困難さを抱えて

おり、特に受診拒否やひきこもりなど医療機

関へのアクセスが難しい事例の対応に困難

を抱えている。これに対する保健所や精神保

健福祉センターによる重層的支援体制や精

神医療機関による訪問等の体制が必要であ

ることを提示した。 

また市町村では、精神保健相談が精神保健
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福祉法では努力義務にとどまること、社会福

祉法改正によって、福祉サービス等について

は一体的な推進が可能になるめどがついた

が、「にも包括」では法的根拠もなく、そのめ

どが立ちにくいこと、こうした法的根拠の不

足のために、人員体制整備や予算確保が困難

であることから、法的整備の必要性を提案し

た。また市町村も保健と福祉に分かれており、

その連携や整理が必要であることも提案し

た。 

  

iii. 「精神保健福祉センターの現状と課

題」（資料 6） 

 センターの業務としては、困難事例への技

術支援を行いながら、その経験を研修などの

人材育成、企画立案への助言などに連動させ

るとともに、依存症、ひきこもり、自殺対策

などの新しい課題などについての知識や支

援技法の自治体内への普及などが、多職種を

擁する専門機関としての精神保健福祉セン

ターの機能として特徴づけられることを報

告した。 

ただし、現在の人員体制は、平均的なセン

ターの職員数は医師１名、職員数も 13 名程

度と少ない。事業が増えても、それを会計年

度任用職員の増加でカバーするなど人員体

制が脆弱であり、この点の強化と専門機関と

しての自治体内での位置づけが必要である

ことを指摘した。 

 

② 第 8 回検討会（資料 7） 

「にも包括」の概念整理と自治体の重層的

支援体制についての整理を行った。「にも包

括」は、「心の健康づくりや生活支援の視点を

重視した地域ベースの精神保健医療福祉へ」

シフトすることを目指す。「にも包括」構築に

より、安定した地域生活を送ることができる

住民が増え、危機対応まで対応が遅れる事例

が減少することが期待される。「にも包括」の

対象は全世代、全住民で、障害のあるなし、

軽重を問わずすべての住民をカバーするも

のであり、①国民一人ひとりのメンタルヘル

スリテラシーの向上、②支援ニーズに応じて、

精神保健相談・医療・福祉等の支援を提供で

きる体制、③集中的・包括的な支援が必要な

精神障害を有する人々への地域支援体制の

三段階をすべて整備することが大切である。 

 このためには、市町村の保健部門を中心と

し、市町村内部で福祉部門等との横断的連携

体制を核としながら、保健所や精神保健福祉

センターとの重層的支援体制を構築するこ

とが骨格になる。その中で、制度縦割りの支

援体制をつなげていくことが重要になる。 

 それぞれの機関の役割としては、市町村で

住民向けの普及啓発を行うこと、保健部局に

精神保健相談窓口を設置すること、福祉部局

による精神障害者への既存の地域生活支援

を充実させることが考えられる。また市町村

によっては、市町村規模が小さいこと、精神

科医療機関が管内にないことなどから、市町

村単独では体制整備ができないこともある。

その場合には、保健所が中心となって体制構

築を担うことが必要になる。精神保健福祉セ

ンターは多職種を抱える専門機関として、困

難事例への技術支援を行い、それを研修等の

人材育成、企画立案への助言などと連動させ

ること、また依存症、ひきこもり、アウトリ

ーチなどのように、新しい支援知識や技法を

導入することを役割とした。 

 また自治体の専門職に要請される視点・技

能としては、臨床的視点だけではなく、公衆

衛生的視点も重要である。両方の視点を持っ

た有能な人材を確保し、育成することが必要

である。この点については計画的・系統的な

人材確保・育成・配置が必要であるとした。 

このような体制が可能となるためには、精

神保健福祉法で市町村の精神保健相談の義

務化、「にも包括」の法的根拠を明確にするこ

とが必要であることを指摘した。また自治体

において精神保健を優先度に見合った形で

位置づけること、必要な専門職等の人員体制

の確保・育成・配置と予算措置を行うことが
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重要であることを指摘した。 

 

D.考察 

 市町村、中核市保健所、精神保健福祉セン

ターへの調査では、精神保健の相談や企画立

案についての実態とともに、人員体制などに

ついても把握することができた。 

市町村については、様々な相談を受ける中

で、精神保健についての相談をすでにかなり

受けていること、そして相談支援の困難さを

抱えていることが分かった。またその困難な

部分が、医療契約が困難な人たちの相談が多

いため、現行の精神科医療体制のままでは支

援は十分ではないことも明らかになった。市

町村としては、このような困難さに対しては、

訪問が可能な精神科医の存在が必要である

と回答しており、市町村のニーズに見合った

形での精神科の在宅医療の体制の充実は今

後の課題であろう。 

ただし、医療契約が困難な精神障害者や精

神障害が疑われる人に対しては、通常の医療

機関による治療が行いにくいのも事実であ

る。このような人に対しては、市町村・保健

所・精神保健福祉センターという自治体の精

神保健機関による重層的支援体制が必要と

なる。 

このような状況を考え、研究班では市町村

が精神保健相談の窓口として対応し、それを

保健所・精神保健福祉センターの重層的支援

体制によってサポートする体制が適切であ

ると考えた。その一方で、この体制が円滑に

機能するためには、法的整備、人員確保、人

員体制の課題など検討すべき点が多いこと

も明らかになった。特に人員体制の問題は、

全国の市町村、保健所、精神保健福祉センタ

ーが共通して抱える課題であり、市町村を中

心とした重層的支援体制が機能するために

は、解決すべき課題であると言える。 

これまで自治体の精神保健について系統

的に検討されることが少なく、自治体が抱え

る課題についてもほとんど知られていなか

ったのが現状である。今年度の研究班では、

今後の「にも包括」構築を進めるうえで、自

治体の精神保健の方向性を示すとともに、自

治体が持つ大きな課題について、明確化でき

たことも大きな成果であったと考えられる。 

 来年度以降の課題について述べる。第一に、

今年度の成果を基に自治体のそれぞれの機

関が具体的にどのような動きをすることが

「にも包括」構築につながるのかについて、

手引きを作成することが課題になる。第二に、

平成 28 年度から懸案となっている運営要領

改定案の検討も課題である。第三に、「にも包

括」の概念整理もまだ十分ではない。この点

の検討を行いながら、それぞれの自治体機関

がどのような動きをすることが「にも包括」

構築に資するのかを明確化することも継続

課題である。しかしながら、自治体の状況は

地域によって非常にばらつきが大きく、全国

一律という形での提示は困難である。それゆ

え、地域事情に合った形でのシステム構築が

必要である。研究班としては、第四に、各自

治体の精神保健担当者や政策立案者が全国

の標準的なモデルを視野に入れながらも、地

域条件を考慮して、それぞれの地域に適切な

形に落とし込むことを目標にしていく。そし

て、全国一律の「にも包括」の決定版を示す

よりも、自治体の担当者がそれぞれの地域ニ

ーズを確認しながら、自分たちでその地域に

適した「にも包括」を作り出すためのヒント

が得られるような成果物を出していくこと

が求められる。 

  

E.健康危険情報 

なし 

F.研究発表 

なし 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

なし 

文献 

なし 
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市区町村の精神保健福祉業務に関する調査の概要

実施主体

令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

調査対象

調査目的

市区町村の精神保健関連業務に係る人員体制及び精神保健関連業務の実施状況を把握するとともに、市区
町村が精神保健関連業務を実施するにあたっての困難や今後の方向性について現場からの意見を集約し、
「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」構築における市区町村等の役割を検討するための基礎資料
とすること。

回答数

調査方法

厚生労働省より各都道府県に研究班が作成した調査票を送付し、各都道府県から各市区町村に調査票と依頼
文書を送付するよう依頼。各都道府県は、各市町村からの回答を集約して厚生労働省に提出、研究班において
データの集計・分析を実施した。調査期間は、2020年6月17日～7月15日。

調査項目

専門職配置状況、COVID-19に関連した精神保健業務の現状、市区町村業務における精神保健の関連性、普及

啓発活動・企画調整業務の実施状況、保健所・精神保健福祉センターとの業務連携状況、精神保健業務におけ
る対応の困難さとその内容、精神保健業務の困難さ軽減のための方策、今後の精神保健業務推進体制とそれ
に伴う課題、精神保健福祉業務に関する市区町村・保健所・精神保健福祉センターの役割分担

全国の市区町村（N=1741）

1267（回答率72.8％）（2020年7月15日時点）

市区町村における精神保健福祉業務

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

市区町村の精神保健福祉業務に関する調査（速報値）

●市区町村における業務とメンタルヘルス問題の関連

（以下の業務の中で、精神保健（メンタルヘルス）に関する問題
がどの程度あると思うか） N＝1267

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自殺対策

虐待（児童、高齢者、障害者）

生活困窮者支援・生活保護

母子保健、子育て支援

高齢・介護、認知症対策

配偶者等からの暴力（DV)

成人保健

大いに

ある

多少

ある

あまり

ない

全く

ない

わから

ない

●COVID-19感染拡大の影響と考えられる過度の不安の訴え、家

庭の問題について悩み、子育てや教育における不安等の精神保
健に関する相談の有無

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

中核

あった なかった 不明

1：人口1万人未満 N=336 2：人口1-5万人 N=530
3：人口5-10万人 N=188 4：人口10-30万人 N=151
5：人口30万人以上 N=62 中核：中核市・保健所設置市 N=54（再掲）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一般市民を対象とした講演会・研修会

支援者を対象とした講演会・研修会

ホームページを活用した普及啓発

パンフレット・広報紙等を活用した普及啓発

心の健康推進員・ゲートキーパー等の育成

単独で

実施

保健所

と共同

で実施

精保福祉

センター

と共同

で実施

保健所及び

精神保健福祉センターと共同で実施

実施して

いない

●普及啓発の実施状況 N=1267 ●企画調整業務の実施状況 N=1267
0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科医療機関数の把握

精神障害者数、入院日数、入退院数の把握

精神保健福祉資料を活用した分析

障害福祉サービス施設、サービス利用精神

障害者数の把握

単独で

実施

保健所と共同

で実施

精保福祉センターと共同で実施 保健所及び精神保健福祉センターと

共同で実施

実施

していない

1

2

資料１
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市区町村における精神保健相談業務

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の
機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応
した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

市区町村の精神保健福祉業務に関する調査（速報値）

●精神保健相談に関する対応の困難さ

1：人口1万人未満 N=3

2：人口1-5万人 N=530

3：人口5-10万人 N=188

4：人口10-30万人 N=151

5：人口30万人以上 N=62

中核：中核市・保健所設置市

N=54（再掲）

●特に対応が困難な個別相談（複数回答可）

●困難さを軽減するための対策（複数回答可）

●充実が望まれる人員体制（上位３職種）

●保健所のバックアップとして望まれる事項

１ 精神保健福祉相談員 ２ 精神保健福祉士 ３ 心理職

●精神科医療の充実として望まれる事項

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

中核

概ね対応ができる（あまり困難ではない）

多少の困難はあるが対応できる

ある程度困難を抱えており、対応に苦慮している

対応は困難

1 2 3 4 5 中核

医療機関受診を拒否している事例
（未治療、治療中断など）

227 404 149 111 50 42

ひきこもりの事例 212 368 132 89 30 26

虐待問題 135 286 104 86 27 23

大声や威嚇行為など近隣での迷惑
行為や他害行為を伴う事例

107 234 98 87 47 41

アルコール・薬物関連等の事例 129 198 65 44 11 12

発達障害の事例 78 168 64 55 28 26

自傷行為・自殺未遂の事例 75 151 57 54 25 22

家庭内暴力がある事例 52 131 58 41 20 16

認知症などの老年期精神障害関
連問題の事例

112 118 25 14 5 4

知的障害の事例 52 92 40 40 11 13

児童・思春期の事例 68 79 30 23 7 10

高次脳機能障害の事例 35 51 20 19 5 5

ギャンブル等依存症の事例 28 31 12 12 1 2

ゲーム依存症の事例 23 18 4 7 2 4

その他 17 25 13 12 5 5

1 2 3 4 5 中核

所轄課の人員体制の充実 249 406 150 119 50 45

保健所からのバックアップ 242 415 166 118 24 24

精神医療の充実 226 385 151 123 50 44

精神医療との連携強化 166 314 124 89 46 37

精神保健福祉センターからの
バックアップ

114 233 89 60 29 23

研修機会の増加 46 67 28 27 15 14

事例検討会の増加 40 79 30 18 12 9

精神保健担当部署の設置 17 53 13 14 7 4

その他 8 20 9 6 1 2

1 2 3 4 5 中核

個別支援協働（困難事例の調整、
助言、危機介入、家庭訪問等）

225 410 156 114 21 24

研修会支援・共催 59 136 47 30 5 8

企画業務支援 57 123 55 30 10 11

事業支援・共催等 41 111 41 29 2 6

その他 4 7 1 7 1 0

1 2 3 4 5 中核

精神科医による往診・訪問診療等 143 270 114 104 42 37

児童思春期精神科医療の充実 107 181 87 53 22 26

精神科救急の充実 80 177 73 63 25 20

依存症対策の充実 82 149 70 35 20 21

多職種による包括的診療 69 126 53 43 24 25

退院支援の推進 65 135 52 37 23 21

訪問看護の充実 82 123 40 31 12 14

認知症専門医療の充実 90 108 29 25 6 6

身体合併症対応の充実 26 67 33 33 25 22

関係機関との連携及び今後の市区町村における精神保健業務推進体制

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）市区町村の精神保健福祉業務に関する調査（速報値）

●精神保健福祉業務における連携状況 N=1267

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協議会・各種連絡会議等への参画

困難事例への支援（訪問同行など）

精神保健相談の同席・訪問等への同行

市区町村自殺対策計画の策定、評価

自殺対策に関する連携会議

にも包括の協議の場の開催・参画

地域移行・地域定着支援

市区町村障害福祉計画等の策定、評価

企画調整業務

処遇に関するコンサルテーション等

アルコール依存症対策事業

市区町村職員の人材育成

相談支援事業所等の職員への研修

保健所と

連携あり

精神保健福祉

センターと

連携あり

保健所/精神保健福祉センター両方と連携あり 連携なし

●精神保健の推進について

1：人口1万人未満 N=336 2：人口1-5万人 N=530
3：人口5-10万人 N=188 4：人口10-30万人 N=151
5：人口30万人以上 N=62 中核：中核市・保健所設置市 N=54（再掲）

●一体的な推進に必要な事項（複数回答可）

●市区町村での推進が困難な理由（複数回答可）

1：人口1万人未満 N=174 2：人口1-5万人 N=238
3：人口5-10万人 N=74 4：人口10-30万人 N=16

5：人口30万人以上 N=31 中核：中核市・保健所設置市 N=25（再掲）

1：人口1万人未満 N=152 2：人口1-5万人 N=267
3：人口5-10万人 N=111 4：人口10-30万人 N=78
5：人口30万人以上 N=30 中核：中核市・保健所設置市 N=29（再掲）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

中核

住民に身近な市区町村が主体となり、他の包括的支援体制と一体的に実施すべき

である

専門的な機関である保健所が主体となり実施すべきである

広域的かつ専門的技術を有する精神保健福祉センターが実施すべきである

1 2 3 4 5 中核

専門職の配置など、人員体制の
充実

157 203 64 53 23 21

福祉部局等との一体的な
相談支援体制の構築

126 180 61 52 24 18

精神保健業務を所掌する組織
体制の強化

94 155 52 50 17 16

体制構築や事業の推進にかかる
財政的支援

63 97 34 34 20 12

精神保健福祉法による法的根拠 52 83 35 28 14 11

その他 15 19 6 4 1 0

1 2 3 4 5 中核

精神保健業務を担う人材の不足
もしくは人材確保が困難

147 240 95 72 20 23

他の地域保健業務量が過大であり、
新たに業務量が増えることとなる

104 174 63 45 11 9

精神保健業務を所掌する組織
体制が確立できない

79 150 62 42 16 16

精神保健相談業務は法的根拠が
努力義務（精神保健福祉法第47
条）であり業務の確立・推進が困難

39 99 46 32 6 8

保健所や精神保健福祉センター
からのバックアップが得られない

24 44 33 21 3 2

医療や教育、住宅、労働など
広域的な調整が必要

59 117 54 29 4 6

その他 10 22 5 13 2 4

3

4
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今後の行政の精神保健福祉業務に関する自治体間の重層化にむけた役割分担

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害
にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

市区町村の精神保健福祉業務に関する調査（速報値）

●市区町村から見た役割分担 N=1267

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症等老年期精神保健・高齢精神障害者の

生活支援

心の健康づくりに関する普及啓発

自殺対策事業のうち普及啓発

相談支援事業者との役割分担や連携

発達障害者支援

精神保健相談（電話、面接）

精神障害者等の家族への支援

精神保健相談（訪問（アウトリーチ））

ひきこもり相談・訪問支援

こころの健康推進員・ゲートキーパー養成など

精神保健サポーターの育成

自殺対策事業のうち対面相談支援事業

学校保健における精神保健の普及啓発

地域移行支援・地域定着支援

アルコール健康障害対策事業のうち普及啓発

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築

病状悪化への早期介入・危機対応

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関する

普及啓発

市区町村 保健所 精神保健福祉センター

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ゲーム依存症に関する普及啓発

ギャンブル等依存症に関する普及啓発

薬物使用障害に関する普及啓発

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関する

相談支援

措置入院患者の退院後支援

多職種による訪問（アウトリーチ）支援体制の構

築

医療観察法処遇経験者、矯正施設入所歴のあ

る精神障害者の地域生活支援

地域の福祉サービス従事者への研修等人材育

成

ピアサポーターの育成

自殺対策事業のうち自死遺族への支援の充実

アルコール依存症者回復支援

ゲーム依存症者回復支援

ギャンブル等依存症者回復支援

薬物依存症者回復支援

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析

精神科医療提供体制の確保・整備

精神科医療機関への監査・指導による人権へ

の配慮

市区町村 保健所 精神保健福祉センター

5
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業務運営要領改正に向けた中核市における精神保健福祉業務調査の概要

実施主体

令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

調査対象

調査目的

業務運営要領改正に向けた中核市における精神保健福祉業務の実施状況を把握するとともに、精神保健
関連業務を実施するにあたって中核市固有の課題を把握し、中核市における「精神障害にも対応した地域包
括ケアシステム」構築に向けた実施体制を検討するための基礎資料とすること。

回答数

調査方法

研究班より各中核市に研究班が作成した調査票を送付し、各中核市からの回答を研究班が集約して厚生労働
省に提出した。研究班においてデータを集計・分析を実施した。調査期間は、2020年10月16日より10月30日。

調査項目

業務運営要領に合わせた運営状況、警察官通報に対する関与の状況、精神障害にも対応した地域包括ケア
システムの構築推進に向けた体制について、地域共生社会の実現に向けた精神保健福祉業務と多分野多領域
との連携について

全国の中核市60ヶ所（N=60）

54（回答率90.0％）（2020年12月1日時点）

業務運営要領に合わせた運営状況

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

中核市における精神保健福祉業務調査

●具体的に苦慮した内容（複数回答可） N＝44●業務運営要領において、中核市としての業務
運営や対応・判断に苦慮したこと N＝54

81%

15%

4%

ある

ない

不明

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

1) 地域精神保健福祉における保健所の役割

2) 実施体制

2-1) 体制

2-2) 職員の配置等

2-3) 会議等

3) 業務の実施

3-1) 企画調整

3-2) 普及啓発

3-3) 研修

3-4) 組織育成

3-5) 相談

3-6) 訪問指導

3-7) 社会復帰及び自立と社会参加への支援

3-8) 入院及び通院医療関係事務

3-9) ケース記録の整理及び秘密の保持等

3-10) 市町村への協力及び連携

％

1

2
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警察官通報に対する関与の状況

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

中核市における精神保健福祉業務調査

●警察官通報の受理以外に何らかの関与を行っているか N=54 ●「行っている」と回答された市の関与の内容（複数回答可） N=49

●市が関与することでよかったこと（複数回答可） N=49

91%

5%
4%

行っている

行っていない

不明

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

1) 権限移譲

2) 事務委託

3) 協定等（要領・申し合わせ事項）によ

る同行等

4) 事前調査への協力

5) 情報提供

6) その他

％

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

1) 早期の状況把握により早期支援が開始できる

2) 措置入院が不要となった後のフォローアップを円滑に行うことができる

3) 本人または家族との関係性の構築が促進される

4) 退院後支援計画の早期導入が行いやすくなる

5) 医療機関との関係強化

6) 警察との連携強化

7) 都道府県との連携強化

8) 措置診察にかかる事務の円滑化（時間的・身体的負担の軽減）

9) その他

%

警察官通報に対する関与の状況

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

中核市における精神保健福祉業務調査

●市の関与内容に応じた業務上のメリット（複数回答可）

1) 早期の状況
把握により早期
支援が開始でき
る

2) 措置入院が
不要となった後
のフォローアッ
プを円滑に行う
ことができる

3) 本人また
は家族との
関係性の構
築が促進さ
れる

4) 退院後支
援計画の早
期導入が行
いやすくなる

5) 医療機関と
の関係強化

6) 警察との連
携強化

7) 都道府県と
の連携強化

8) 措置診察に
かかる事務の円
滑化（時間的・
身体的負担の
軽減）

9) その他

1) 権限移譲 N=9 66.7 77.8 77.8 55.6 66.7 66.7 33.3 55.6 33.3

2) 事務委託 N=4 100.0 100.0 75.0 100.0 100.0 75.0 75.0 50.0 50.0

3) 協定等（要領・申し
合わせ事項）
による同行等 N=10

100.0 80.0 80.0 60.0 70.0 80.0 50.0 20.0 20.0

4) 事前調査への協力
N=23

66.7 79.2 62.5 50.0 50.0 75.0 45.8 16.7 16.7

5) 情報提供 N=40 65.0 67.5 50.0 45.0 50.0 57.5 45.0 15.0 15.0

6) その他 N=12 76.9 61.5 69.2 53.8 53.8 76.9 53.8 38.5 46.2

3

4

資料２

18



警察官通報に対する関与の状況

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

中核市における精神保健福祉業務調査

●「行っていない」「不明」と回答された市が関与のために必要なこと（複数回答可） N=5

●「行っていない」「不明」と回答された市が関与しないことで課題と感じること（複数回答可） N=5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1) 制度的根拠

2) 人員体制

3) 財源等の体制整備

4) 専門職の配置

5) その他

%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

1) 本人や家族の情報を得ることができない

2) 措置入院が不要となった後のフォローアップが困難

3) 退院後支援計画の早期導入に支障がある

4) 医療機関との連携が困難

5) 警察との連携が進まない

6) 都道府県との連携が進まない

7) その他

%

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築推進に向けた体制について

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）中核市における精神保健福祉業務調査

●保健・医療・福祉等関係者による協議の場の設置・運営 N=54

●業務の実施について、保健所管課（保健所等）と福祉所管課（障害福
祉等）のどちらが中心となって行うことが最も効果的と考えるか N=54

●都道府県（県型保健所を含む）が設置する「協議の場」との連携状況
N=54

●「連携できている」と回答した市の連携内容（複数回答可） N=24

42%

24%

30%

4% 1) 保健所管課（保健所等）

にて運営

2) 福祉所管課（障害福祉

等）にて運営

3) 保健所管課と福祉所管

課にて協働で運営

4）不明

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神保健福祉に関する普及啓発

家族支援

ピアサポータ―の養成・当事者会支援

住まいの確保（居住支援）

アウトリーチ支援

措置入院者等の医療継続に向けた退院後支援

地域移行支援の促進に向けた人材育成

入院中の精神障害者の地域移行支援の促進

精神医療相談の充実

精神科救急体制を含む医療連携体制の構築

都道府県設置の「協議の場」との連携

ひきこもり対策

自殺予防対策

保健所 福祉 不明

44%

52%

4%

連携がとれている

連携がとれていない

不明

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

1) 意見交換の場や事前のアンケート等、市設置の「協

議の場」の内容を反映させるシステムがある

2) 中核市の委員が都道府県の「協議の場」に出席して

いる

3) 都道府県職員が市の「協議の場」に出席している

4) その他

%

●介護保険における地域包括ケアシステムの構築の推進と「精神障害に
も対応した地域包括ケアシステム」との連携状況（複数回答可） N=54

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

1) 個別支援の範囲で連携している

2) 協働で事業運営しているものがある

3) 連携できていない

4) その他

％

5

6
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地域共生社会の実現に向けた精神保健福祉業務と多分野多領域との連携について

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

中核市における精神保健福祉業務調査

●精神保健福祉担当者の要対協（要保護児童対策地域協議会）に対する関与（複数回答可） N=54

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

1) 要対協対象事例に個別支援（ケア会議含む）している

2) 要対協の定期的な会議に参加している

3) 要対協の事務局を担っている

4) 関与できていない

5) その他

%

●精神保健福祉業務担当者と多分野多領域との連携状況（複数回答可） N＝108

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

母子保健

成人保健

子育て支援

教育委員会

障害者支援

生活保護

生活困窮者支援

就労支援

DV相談

法律相談

市民相談

労働相談

自殺対策

居住支援

ケース対応で連携 地域課題について

検討する場がある

連携できていない

7
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精神保健福祉センターの業務に関する調査の概要

実施主体

令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

調査対象

調査目的

第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会において、精神保健福祉センターが現

在有している機能と役割と人員体制を把握するとともに、今後のセンターが果たすべき役割とそれに必要な項
目をどのようにセンターがとらえているかを把握する目的で実施した。

回答数

調査方法

研究班より、各センターに研究班が作成した調査票と依頼状を送付した。各センターは回答を研究班に提出した。
全国精神保健福祉センター長会にも事前に研究について承認を得て、センター長会のメーリングリストにおいて
も、研究協力の依頼を行った。研究班においてデータを集計・分析を行った。調査期間は、2020年6月17日～7月
10日。調査項目

専門職配置状況、COVID-19に関連した精神保健業務の現状、市区町村業務における精神保健の関連性、普及

啓発活動・企画調整業務の実施状況、保健所・精神保健福祉センターとの業務連携状況、今後の精神保健業務
推進体制とそれに伴う課題、精神保健福祉業務に関する市区町村・保健所・精神保健福祉センターの役割分担。

全国の精神保健福祉センター（N=69）

65（回答率94.2％）（2020年7月10日時点）

精神保健福祉センターの人員体制と業務量

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の
機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

精神保健福祉センターの業務と体制に関するアンケート（速報値）

●今後の業務量の見通し N＝65●令和２年４月１日時点の貴センターの人員体制 N=65

●最近5年間の人員体制の傾向 N=65

事業

常勤職員
（センターの
みに勤務）
がいる

常勤職員
（センター以
外も兼務）
がいる

再任用職
員がいる

会計年度
任用職員
がいる

それ以外
の非常勤
職員がい

る

左記に該
当しない

精神科医 48 21 0 9 23 0

その他の医師 1 3 0 0 2 32

保健師 61 4 12 20 6 2

看護師 13 0 5 18 2 22

公認心理師等心理職 54 5 2 33 6 1

精神保健福祉士 44 2 5 37 4 6

作業療法士 20 1 1 5 0 26

その他の専門職 14 3 2 11 3 19

事務職 62 7 18 47 4 1

その他の職種 6 0 1 10 2 14

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科医（常勤）

精神科医（常勤以外）

医師（精神科医以外、常勤）

医師（精神科医以外、常勤以外）

専門職（常勤、医師以外）

専門職（常勤以外、医師以外）

事務職（常勤）

事務職（常勤以外）

増加 変わりなし 減少 雇用なし

各種業務
0% 20% 40% 60% 80% 100%

審査業務・判定

精神保健福祉相談

人材育成

保健所・市区町村への技術指導・援助

企画立案

普及啓発

調査研究

組織育成

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科救急システム

地域移行・地域定着関連

アウトリーチ

精神保健医療福祉情報の利活用

そのほかの精神保健福祉相談

自殺対策

精神医療審査会事務

災害精神保健

ひきこもり対策

新型コロナウイルス感染症関連相談や関…

自立支援医療（精神医療通院）判定

精神障害者保健福祉手帳判定

依存症対策

増加 変わらない 減少

●増員が望まれる職種

①精神保健福祉士 （N=47）
②精神科医 （N=44）
③保健師 （N=43 ）
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精神保健福祉センターの業務内容と業務遂行のための工夫

●センターに付加された事業と実施体制 N=65

●優先的に実施している業務（複数回答可）N=65

●上記業務を優先的に実施している理由（複数回答可）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

依存症拠点事業（ギャンブル等）

依存症拠点事業（薬物）

依存症拠点事業（アルコール）

地域自殺対策推進センター

ひきこもり地域支援センター

DPAT統括者

精神科救急情報センター

アウトリーチ事業

地域移行・地域定着支援事業

センターのみ実施

センターのほか他の機関も実施

センターは実施していないが、他の機関が実施し、センターも関与

センターは実施・関与していないが、他の機関が実施

自治体としての実施はしていない

依存症対策 47

ひきこもり対策 36

自殺対策 35

精神医療審査会事務 17

自立支援医療（精神医療通院）判定 11

精神障害者保健福祉手帳判定（カード様式導入含む） 10

地域移行・地域定着関連 10

アウトリーチ 9

災害精神保健(DPAT統括者配置や訓練実施等を含む。以下同様） 8

精神科救急システム（精神科救急受診相談受付、受診先医療機関調整、
通報等受理、調査、搬送など） 7

そのほかの精神保健福祉相談 4

精神保健医療福祉情報の利活用 1

①本庁からの要請（N=46）
②自治体の各種計画による重点課題のため（N=38）
③センターとしての関心（N=30 ）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人員体制の強化

研修等による職員の資質向上

関係機関連携の強化

業務の優先順位づけによる選択と集中

市区町村、保健所、本庁など関係機関との

業務分担の再編成・見直し

データ利活用の強化

ICTのさらなる活用

自治体以外の機関への外部委託の増加

1 2 3 4 5 6 7 8 必要なし

●増加する業務に対応するためにすべきこと N=65

（優先順位１～８を選択）

●業務遂行上の工夫

①優先業務とそれ以外のメリハリをつけた業務遂行（N=60）
②研修受講等職員のスキル向上（N=58）
③調査研究の推進（N=47 ）

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の
機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

精神保健福祉センターの業務と体制に関するアンケート（速報値）

精神保健福祉センターの連携状況

●市町村との連携状況 N=65 ●保健所との連携状況 N=65

保健所による市区町村の
支援に協力 52

保健所とセンターとの
話し合いの機会の設置 47

保健所主催の協議会への参加
44

保健所長会への参加
37

精神科医療機関への監査・指導
による人権への配慮 35

企画業務のコンサルテーショ
ン・助言 33

精神保健福祉資料･ReMHRAD
の分析 13

上記以外のデータの提供・活用
方法の助言 13

管内の精神科医療提供体制の確
保・整備 11

関係機関職員研修会への講師派
遣・助言 60

保健所職員の人材育成への
協力 60

自殺対策に関する普及啓発
事業への支援 57

心の健康づくり・統合失調症・
依存症等の普及啓発事業

への支援 53

精神障害者等の家族への支援 40

ピアサポーター育成への支援 30

摂食障害・高次脳機能障害･て
んかんに関する普及啓発事業へ

の支援

20

困難事例の対応に関する助言等
60

ひきこもりの相談・訪問支援
52

アルコール依存症者回復支援 49

ギャンブル等依存症者回復支援
49

薬物依存症者回復支援
48

医療観察法地域処遇・矯正施設入
所歴のある精神障害者の地域生活

支援 48

自死遺族支援
46

措置診察への協力
46

地域移行・地域定着支援に協力
41

精神保健福祉相談の分担
40

措置入院者等退院後支援への協力 34

思春期青年期精神保健活動
33

自殺対策に関連した対面相談支援 32

ゲーム依存症者回復支援
31

困難事例へのアウトリーチ支援
30

自殺未遂者支援 30

発達障害者支援
28

摂食障害・高次脳機能障害･てん
かんに関する相談支援 23

病状悪化への早期介入・
危機対応 22

企画立案・協議の場等

普及啓発・組織育成・人材育成等

相談支援や困難事例支援等市区町村と直
接連携

保健所を介して
市区町村と連携

市区町村の協議会への参加
20 21

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析 5 12

自殺対策計画の策定支援
25 25

市区町村とセンターとの話し合いの機会の設置
17 15

心の健康づくり・統合失調症・依存症等の普及啓発事業支援 28 26

自殺対策に関する普及啓発事業への支援 32 27

関係機関職員研修会への講師派遣・助言 36 22

精神障害者等の家族への支援
22 17

市区町村職員の人材育成への協力 36 20

困難事例の対応に関する助言等
37 36

困難事例へのアウトリーチ支援
20 20

病状悪化への早期介入・危機対応 13 17

精神保健福祉相談の支援
28 18

思春期青年期精神保健活動
22 19

ひきこもりの相談・訪問支援
37 31

自殺対策に関連した対面相談支援 24 9

自殺未遂者支援 21 14

自死遺族支援 26 10

アルコール依存症者回復支援 28 19

薬物依存症者回復支援
25 18

ギャンブル等依存症者回復支援
25 19

発達障害者支援
20 14

医療観察法地域処遇・矯正施設に入所歴のある精神障害者の地
域生活支援

17 21

地域移行・地域定着支援に協力
19 24

相談支援や困難事例支援等

普及啓発・組織育成・人材育成等

企画立案・協議の場等

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の
機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応し
た地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

精神保健福祉センターの業務と体制に関するアンケート（速報値）
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおける精神保健福祉センターの役割

●「にも包括」におけるセンターの役割 N=65
（優先順位１～７を選択）

●左記の役割を果たすために必要なこと N=65

（優先順位１～10を選択）
0% 20% 40% 60% 80% 100%

研修や研究会等による精神保健の人材育成

精神保健の知識による施策への助言・提案

困難事例への技術支援（アウトリーチ等）

を通しての包括的支援体制構築

行政機関と医療機関の相互理解促進

精神科医師の地域支援の理解促進

データの利活用による計画作成等の支援

精神保健関係者を招集しての協議の場設定

1 2 3 4 5 6 7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

センター人員体制の充実

自治体の専門職の人材育成・人事異…

研修等によるセンター職員の資質向上

自治体における精神保健の重要性の認識

保健所の人員体制の充実

センター事業予算の確保

市区町村の人員体制の充実

自治体の部局間の連携状況の改善

センター内の事業の効率化

本庁主管課の人員体制の充実

行政における精神保健医療施策と障害…

ICT活用できる業務環境の整備

精神保健データベースの整備

国の精神保健関連の研修会の充実

精神保健専門職が自治体上層部に昇進…

専門医制度等における精神保健福祉セ…

可能な範囲で民間委託や民間への業務…

大学精神医学講座による人材派遣シス…

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 必要なし

●本庁主管課との連携状況 N=65

医療計画あるいは
障害福祉計画作成

協議会への参加 46

計画作成を手伝う 20

意見を出す 45

特に連絡を取っていない 5

主管課への支援

データの利活用 29

事業立案の提案 36

事業展開の助言 55

事業の具体的遂行 53

実地審査・実地指導の委員 41

地域の現場状況を伝達 45

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行） 精神保健福祉センターの業務と体制に関するアンケート（速報値）

精神保健福祉センターの協議の場への関与と情報の活用

●精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに特化した会議の
実施状況 N=65

●入手・活用している情報 N=65

0% 20% 40% 60% 80% 100%

精神科医療機関数の把握

精神障害者数、入院日数、入退

院数の把握

精神保健福祉資料・ReMHRAD

を活用した分析

障害福祉サービス施設、サービ

ス利用精神障害者数の把握

センターが中心となって実施 本庁と共同で実施

保健所と共同で実施 実施していない

入手（実施）
している

活用している 今後活用（実
施）すべきと
考えている

貴センターが実施する
精神保健に関する調査 45 14

自立支援医療精神通院
利用者数 56 13 4

精神障害者保健福祉手帳
所持者数 58 13 4

KDB*等保険診療関連情報 5 0 41

*国保データベース

●情報の把握・分析の実施状況 N=65 ●情報利活用におけるセンターの役割
N=65

本庁や保健所と役割分担を
しつつ積極的に行うべき

51

本庁あるいは保健所が
中心になるべき 10

センターが中心に積極的に
行うべき 3

外部機関に委託すべき 0

43%

57%

実施されている

実施されていない

●保健医療と福祉の両者を統合した形での協議の場 N=65

自殺対策に関する会議 50

地域自立支援協議会 45

依存症対策に関する会議 43

ひきこもり対策に関する会議 41

精神科救急に関する会議 37

障害福祉計画策定会議 34

医療計画での精神科医療を検討する会議 27

認知症医療介護の会議 22

措置入院者等退院後支援に関する全体会議 21

自殺対策に関する会議 56

依存症対策に関する会議 51

ひきこもり対策に関する会議 48

精神科救急に関する会議 43

地域自立支援協議会 31

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに特化した会議 30

医療計画での精神科医療を検討する会議 27

障害福祉計画策定会議 25

措置入院者等退院後支援に関する全体会議 22

認知症医療介護の会議 8

●センターが参加している協議の場 N=65

●センターとしての協議の場への関与の仕方

①精神保健の専門的意見の助言・提言 （N=59）
②精神科医療機関と保健福祉の連携促進 （N=44）
③地域支援システムの構築への助言・提言 （N=41 ）

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行） 精神保健福祉センターの業務と体制に関するアンケート（速報値）
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今後の行政の精神保健福祉業務に関する自治体間の重層化にむけた役割分担

●精神保健福祉センターから見た役割分担 N=65

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ギャンブル等依存症者回復支援

薬物依存症者回復支援

ギャンブル等依存症に関する普及啓発

薬物使用障害に関する普及啓発

ゲーム依存症に関する普及啓発

ゲーム依存症者回復支援

自殺対策事業のうち自死遺族への支援の充

実

地域の福祉サービス従事者への研修等人材

育成

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析

自殺対策事業のうち普及啓発

アルコール健康障害対策事業のうち普及啓発

こころの健康推進員・ゲートキーパー養成など

精神保健サポーターの育成

心の健康づくりに関する普及啓発

アルコール依存症者回復支援

ピアサポーターの育成

精神科医療機関への監査・指導による人権へ

の配慮

ひきこもり相談・訪問支援

精神保健福祉センター 保健所 市区町村

0% 20% 40% 60% 80% 100%

多職種による訪問（アウトリーチ）支援体制の

構築

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関す

る普及啓発

自殺対策事業のうち対面相談支援事業

学校保健における精神保健の普及啓発

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

の構築

精神保健相談（電話、面接）

相談支援事業者との役割分担や連携

精神科医療提供体制の確保・整備

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関す

る相談支援

地域移行支援・地域定着支援

医療観察法処遇経験者、矯正施設入所歴の

ある精神障害者の地域生活支援

発達障害者支援

措置入院患者の退院後支援

精神障害者等の家族への支援

精神保健相談（訪問（アウトリーチ））

病状悪化への早期介入・危機対応

認知症等老年期精神保健・高齢精神障害者

の…

精神保健福祉センター 保健所 市区町村

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも

対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行） 精神保健福祉センターの業務と体制に関するアンケート（速報値）

7
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
と自治体の精神保健

令和元年度厚生労働行政推進調査事業費補助金障害者政策総合研究事業

「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」

（研究代表者：藤井千代）

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに関する研究」

（分担研究者 野口正行）

1

20 54 23

712 926

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自治体数 47都道府県及び1,741市区町村（2018年10月現在）

政令市 中核市 特別区 その他の市 町村

「にも包括」構築推進事業実施主体候補自治体：47都道府県＋109保健所設置市町村
（20+60+23+6=109）（8.9％）

専門機関設置状況 自治体数
精神保健

福祉センターー

保健所 児童相談所 更生相談所
権利擁護
センター

福祉
事務所

保健
センター

虐待防止
センター

都道府県 47 〇 360 〇 〇 〇 〇
町村部所管

ー ー

市
区
町
村

政令市 20 〇 26 〇 〇 〇 〇 〇 〇

中核市 60 ー 54 2 ー ー 〇 〇 〇

特別区 23 ー 〇 〇 ー ー 〇 〇 〇

その他の市 712 ー 6 ー ー ー 〇 〇 〇

町村 926 ー ー ー ー ー ー 〇 〇

※都道府県、政令市には精神保健福祉センターが設置され、また都道府県、政令市、中核市、特別区、一部の市には保健所が設置されている。
※都道府県、政令市、中核市、特別区では、公衆衛生医、精神保健福祉相談員の任用がある。
※都道府県、政令市、中核市、特別区では、福祉職採用（社会福祉士や精神保健福祉士等）がある。
※保健所未設置の市及び町村部には、公衆衛生医及び福祉職（保育士を除く）の配置は極めて少ない。

全国の自治体数

2

1

2
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市町村圏域で

医療・介護、保健福祉

サービス等を活用し

地域生活している事例

日常生活圏域で

地域住民とあたりまえに交流し

主体的に社会参加している事例

保健所等による

介入が必要な事例

市町村により保健福祉サー

ビスを活用し支援する事例

2020
精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム構築2000
2040 共生社会
全住民型地域包括ケアシステム

住民主体で取り組む
地域包括ケアシステム

自治体が重層的に取り組む
地域精神保健福祉システム

地域精神医療システム

市区町村（障害福祉・介護）

都道府県等（精セ・保健所）

市区町村（保健）

保健予防

医療保健

地域共生

生活支援

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築により目指す方向性のイメージ

地域共生・生活支援・保健予防により、重度精神障害者への危機介入を減少

3

精神科救急・退院支援等集
中的な支援を要する事例

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおいて期待される
精神保健の重層的支援体制と自治体機関の役割

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムは単に精神障害だけに特化して完結すればよいものではない。高齢者中心の地域包括ケアや子
育て世代サポートとの関連を睨みつつ、ゆくゆくは「地域共生社会」という方向を目指す。

○精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築には、自治体の機関がそれぞれの機能・特徴を生かしながら、ほかの機関とも連携を取
りつつ重層的な支援体制を構築することが重要。

精神保健の重層的支援体制

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

市町村
住民に最も身近な機関として、地域に根ざした部署横断的包括的支援及び計画づくり

基本的な精神保健相談・訪問支援
福祉サービス導入・普及啓発・団体育成

地域住民

重
層
的
支
援
体
制

医
療
機
関

消
防

教
育
児
童
住
居
雇
用

連
携

介護

福祉

保健医療福祉
以外の機関

自治体機関の役割の概要

県
全
体

複
数
市
町
村

市
町
村

主管課

医療計画等計画策定／
協議の場の設定／調査研究

精神保健福祉センター

困難事例への技術支援／人材育成／審査・判
定/企画立案への提案・助言／調査研究

保健所

困難事例への相談・訪問および市町村支援／退院支援
措置対応など緊急対応／地域移行・地域定着

医療計画等の計画策定／圏域における協議の場の設定

市町村

基本的な精神保健相談・訪問／精神障害者の福祉相談
市町村レベルの計画策定
組織育成・普及啓発等

計画
策定

総合
調整

調査
研究

人材
育成

連携
調整

直接
支援

相談支援機能

普及
啓発

企画立案機能

都道府県等主管課
体制整備・計画作成・予算確保・配分

地域医療構想

精神保健福祉センター
専門機関

複雑困難事例支援
市町村・保健所支援・主管課助言

保健所
広域的専門的拠点

困難事例の精神保健相談・訪問支援
地域医療構想の調整

措置通報等危機管理への対応

出典：平成２８年～３０年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 障害者政策総合研究事業「精神障害者の地域生活支援を推進する
政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「自治体による効果的な地域精神保健医療福祉体制構築に関する研究」（分担研究
者：野口正行）

3

4
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○メンタルヘルスの問題は多くの人々の生活に横断的にかかわっており、様々な虐待や生活困窮、自殺対策などの社会問題の解決にも重要
であること、特に困難な事例ほどメンタルヘルスに配慮した介入が必要であることが改めて確認される必要がある。

○公衆衛生においては、未治療・治療中断の精神障害者、ひきこもり、依存症、虐待、セルフネグレクト、孤独死、長期入院者の地域移行
支援、自殺など、精神保健医療福祉が関係する多様な問題が深刻化することを予防するために、予防対応のためのリソースを確保する必
要がある。

○市町村を中心として、住民のメンタルヘルスリテラシーの向上、精神保健相談、予防介入、精神医療の充実を、協議の場を通して連動さ
せることで、個別の事業・政策を精神障害にも対応した地域包括ケアシステムとして構築することが必要。

市町村における精神保健体制整備の必要性

5

＜市町村＞
保健領域における

予防活動の充実による好循環

福祉領域における
精神障害者支援の基盤整備

精神医療相談の充実

メンタルヘルスリテラシーの向上

普及啓発・精神保健教育の強化

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

ソーシャルキャピタルの充実
互助の強化

アウトリーチ支援の充実

保健所、精神保健福祉センターとの協働による重層的支援体制

家族支援の充実

協議の場の充実

地域の特性に応じた企画立案

ピアサポートの充実
退院後医療継続支援等の推進

精神医療の充実
精神保健相談・予防介入の充実

適切な早期介入の仕組みづくり
による困難事例の減少

精神障害者が地域の一員として安心して暮らせるよう、共生社会実現の取組と相まって、
高齢・介護領域の地域包括ケアシステム、子育て包括支援等との連動を図る

本人・家族・地域住民

医療連携体制の構築
住まいの確保

地域移行・地域定着等の推進

生活困窮
自殺対策
虐待防止

子育て
介護負担
孤立防止
ひきこもり

○保健領域を強化し、リソースを予防対応に集中することにより全世代型包括ケアシステムの構築に寄与する

出典：令和元年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金障害者政策総合研究事業「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研
究」（研究代表者： 藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに関する研究」（分担研究者 野口正行）

自治体における精神保健業務（相談支援）

○ 市町村は地域の困難事例の支援に苦慮している
・受診を拒否する事例（未治療、治療中断等）
・ひきこもり事例
・虐待問題、問題行動 など

○ 保健所との個別支援協働、医療機関からの往診・訪問診
療ニーズが高い

○ 保健所も困難事例の相談・訪問ニーズが高い
○ 市町村・保健所とも地域精神医療との連携ニーズが高い
○ 人口規模にかかわらず、専門職の配置等人員体制の充実が

望まれている

広域・
専門特化

地域密着・
多領域

センター

保健所

市町村

住民等

精神保健の専門的スキル・多職種
チーム設置、保健所・市町村と連携

精神保健スキル、市町村との連携、調整能
力、支援困難事例の支援

精神保健の一般的スキル、事例の拾い上
げ・支援導入、部署横断的関係

住民のソーシャル・キャピタル、精神保健
への理解、ソーシャル・サポート提供

・ 地域支援体制が機能するには保健所の機能強化とともに、市町村の精神保健機能の強化が必要
・ 市町村・保健所・精神保健福祉センター、それぞれの機関の強みを生かした重層的連携体制の構築が重要

地域支援体制が機能するためには

支援が必要だが
ニーズが不明確な人

複雑多重問題を抱えた人
治療導入が困難な人

生活困窮者
自殺未遂者・自死遺族
様々なマイノリティ
様々な依存・行動嗜癖
虐待・DV対応
不登校・ひきこもり
発達障害児者・家族
妊産婦・周産期
未治療・治療中断者
長期入院者
措置入院関連
医療観察法処遇経験者
その他、医療福祉からは
こぼれ落ちるUnmet 
needs など

• 医療福祉からこぼれ落ちる・支援が必要だがニーズが不明確な
人たちへの支援

• ソーシャルインクルージョンの理念に基づく

地方自治体による支援

生活保護・後見人
制度・消防・住民
組織・その他関係
機関

医療機関

福祉機関

自ら受診・相談
できる場合

医療・福祉以外
の支援を入れる

医療福祉の支
援を入れる

自治体の支
援を入れる

自治体の精神保健における相談支援の役割市町村・保健所の相談支援の課題

5

6
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7

〇精神保健福祉法

第47条（相談指導等）

3 市町村は前2項の規定により都道府県が行う精神障害者に関する事務に必要な協力
をするとともに、必要に応じて精神障害者の福祉に関し、精神障害者及びその家族等
からの相談に応じ、及びこれらの者を指導しなければならない。（義務規定）

４ 市町村は、前項に定めるもののほか、必要に応じて精神保健に関し、精神障害者
及びその家族等その他の関係者からの相談に応じ、及びこれらの者を指導するよう努
めなければならない。（努力義務規定）

第49条（事業の利用の調整等）

市町村は、精神障害者から求めがあったときは、（中略）当該精神障害者が最も適切
な障害福祉サービス事業の利用ができるよう、相談に応じ、必要な助言を行うものと
する。（略）

〇障害者総合支援法第77条地域生活支援事業

第77条（基幹相談支援センター）

2 基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、
前条第1項第3号及び第4号に掲げる事業並びに身体障害者福祉法第9条第5項第2号及び
第3号、知的障害者福祉法第9条第5項第2号及び第3号並びに精神保健福祉法第49条第1
項に規定する業務を総合的に行うことを目的とする。

市町村における精神保健福祉法・総合支援法の狭間問題

自治体による企画立案のためのアプローチ

地域のニーズに対応するための企画立案

公衆衛生的
視点

支援ニーズ量と支援
提供量のマッチング

困難事例支援を通した地域
ネットワーク構築

地域包括ケア

困難事例への直接支援
地域の質的把握

全体の量的把握
全体計画作成

自治体精神保健は個別ケースマネジメントと
地域マネジメントをつなぐ

臨床的視点

＊ 精神保健システムの見取り図
医療計画・障害福祉計画等

＊ 施策立案・予算化・進行管理
＊ 各種協議の場

障害福祉、依存症、自殺、アウトリーチ、地域移行、
ひきこもり、てんかん、その他

＊ 調整業務
各種団体等との意見調整

＊ 各種審査業務
精神医療審査会、自立・手帳審査会その他の審査会
実地指導・実地審査

＊ データ管理・解釈
精神保健福祉資料、ReMHRADの活用

＊ 支援ニーズ・リソース等調査研究

•

企画立案・調整

支援ニーズに応じ、利用可能なリソースを活用した効果的な提供体制の構築

8

【企画立案業務の課題】

〇 地域のニーズ、リソースの把握と課題分析をどう

行うか

⇒量的データと支援経験の統合

〇 制度縦割化した事業をどう効果的につなげるか（ひきこ

もり、依存症、自殺等）

⇒重複した領域の整理と重み付け

⇒国の政策レベルでの整理も必要

〇 部署横断的に関係部署が連携できる工夫

〇 専門性をもった職員の人事配置と育成

⇒ データの整理・解釈・活用ができる職員の育成

〇 協議の場の戦略的・効率的な整理と活用

7

8
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地域共生社会と「にも包括」ケア

精神障害にも対応した地域包括ケアの全体構造と課題

妊娠期からの
子育て世代
包括的支援

高齢者における
地域包括ケア

国民一人ひとりのメンタルヘルスリテラシーの向上

精神保健相談体制・軽症の精神障害への地域医療体制の確立

重度の精神障害を有する人々の
地域生活支援体制の強化

障害等の領域 精神障害にも対応した地域包括ケア

世代

地域における課題のすべてにメンタルヘルスの視点を重視した対応
をすることが望ましい。精神障害にも対応した地域包括ケア構築は、
地域共生社会の実現に寄与する。

重症度

自殺対策

ひきこもり

依存症

そのほか

地域共生社会

【行政の構造的な課題】

＊行政改革による自治体機関数の減少と業務の拡大・多様化

・市区町村は、様々な住民サービスの中で精神保健に関連する相談業務

や事業を実施しているが、義務規定がない中で精神保健の取り組みに

は大きな地域間の格差が生じている。

・保健所は日常生活圏域へのアクセスが悪く、広域化により、予防的な

介入が出来にくくなっている。その一方で事例化重症化したケースへ

の緊急対応を優先せざるをえない状況となっている。

・精神保健福祉センターは、対象圏域が広域であることや、人員の制約

もあり、できることが限られている一方で、事業や業務が増えており、
専門機関としての潜在能力を十分発揮しにくい状況にある。

＊自治体専門職の役割の変化

・自治体の業務量増大によって、相談支援業務が圧迫され、優先度が低く

置かれている「精神保健業務」は蚊帳の外に置かれる傾向がある。

・企画立案・事務の比重が大きくなり、相談支援スキル向上の機会が

確保しにくくなっている

地域のニーズに対応した包括的支援体制の推進のために必要と考えられること

○ 保健領域の強化（市町村、保健所における相談支援体制の機能強化）
○ 相談支援と企画立案それぞれにおける重層的な支援体制の構築(市町村、保健所、精神保健福祉センターそれぞれの強みを生かし、

弱みを補う）

精神保健業務における市町村の役割についての法的根拠、市町村・保健所・精神保健福祉センターの役割を明確にするための
業務運営要領の改正に関する検討と人員体制の強化

9
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市町村の現状と課題

全国精神保健福祉相談員会

飯能市（埼玉県）

山本 賢

市区町村による取組を深化させるために ～保健所未設置の市町村の実践から～

〇精神保健及び精神障害者の福祉に関する取組は、「特別」なことではなく、

市区町村が主体となり、誰もがあたり前に利用できる「市民サービス」として

提供体制を整備することが重要。

〇地域住民への普及啓発、精神保健教育、福祉教育、人権教育を効果的に

実施し、精神障害のある方の意思が尊重され、包摂された地域社会の実現を

図ることが重要。

〇2025年、2040年までを見通し、先行する福祉領域の地域包括ケアシステムと

連動・統合することが必要。

説明の要旨（１）

1

2
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地域保健対策の基本的な在り方について 1993年

公衆衛生審議会総合部会

（略）

３．市町村、都道府県及び国の役割

（３）市町村の役割

・保健や福祉のような住民に身近なサービスについては、市町村が主体性
をもって一元的に実施することを基本方針とすべき。

・このため市町村の役割は、窓口機能ときめ細かなサービスの総合的な提
供・住民に、最も身近で基礎的な自治体がサービス提供の主体となること
により、自主的な住民参加が期待される。

４．今後の改革方策

（１）市町村における保健サービスの実施体制の整備

・精神障害者の社会復帰（中略）のうち、身近で頻度の高い保健サービス
は、市町村においても保健所の協力のもとに実施することが必要。

参考

1993年（平成5年） 障害者基本法
1994年（平成6年） 地域保健法
2000年（平成14年） 精神保健福祉法

平成27年9月25日 社会保障審議会障害者部会資料 参考2015

3

4
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〇精神保健相談体制（基盤整備）
住民に身近な市町村により、引き続き行政サービス（精
神保健関連サービスと障害福祉関連サービス等）提供
体制を強化する。（法的根拠、財源確保、人員確保）

〇精神保健教育の実施
学校保健（教育行政）と連動し、ストレス対処や精神
疾患の正しい理解をすすめ、援助希求や早期受診にむけ
た行動変容を促し、重症化を予防する。

〇福祉教育による地域の互助の強化
当事者参画により、精神障害の理解のための福祉教育を
実施することにより、精神障害への正しい理解をすすめる
（普及啓発）とともに住民との相互理解を図る。

●保健や福祉のような住民に身近なサービ
スについては、市町村が主体性をもって一
元的に実施することを基本方針とすべき。

●市民は、精神保健に関する正しい知識を得るこ
とにより、自らの心の健康の保持増進に取り組み、
メンタルヘルス不調を感じた際には、早期に受診行
動を起こすことができる。（重症化を予防する）

●市民は、精神障害者及びその福祉に関して正
しい理解をすすめることにより、相互理解を深め、
誰ひとりとして地域から排除されない社会で安心し
て暮らすことができる。

失われた30年 ～市区町村による取組を深化させるための対応策～

これまでに示されてきた「あるべき」姿
地域包括ケアシステム構築のために

取り組むべき課題

説明の要旨（２）

精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム

妊娠期からの
切れ目のない支援
子育て世代包括支援

生活困窮者自立支援
における包括的な支援

地域包括ケアシステム
地域共生社会の実現
に向けた包括的支援

根拠
法令等

※補助事業（H29～)
※障害福祉計画

子ども・子育て支援法（H24)
※子ども子育て支援計画

生活困窮者自立支援法
（H25)

地域包括ケアシステムの強化の
ための介護保険法等の一部を改
正する法律（H30)
※介護保険事業計画

改正社会福祉法（H29）
※地域福祉計画

厚労省
所管

社会・援護局 子ども家庭局 社会・援護局 老健局、保険局 社会・援護局

実施
主体

都道府県
政令市、中核市、特別区、
保健所設置市

市町村 市（特別区を含む）及び福祉
事務所を設置する町村
都道府県

市町村 市町村

包括的
連携

医療、障害福祉・介護、社会参
加、住まい、地域の助け合い、教
育

家庭、学校、地域、職域、
その他の社会のあらゆる分野

福祉関係課
（保護担当、地域福祉担当、
高齢、障害、児童）
保健医療、住宅、商工、
教育、税務、保険・年金、水道、
市民生活、人権

〇医療・介護連携推進等
〇地域共生社会実現に向けた
取
組の推進等

地域住民の複合化・複雑化した
支援ニーズに対応する包括的な
支援体制の構築
①断らない相談
②参加支援、
③地域づくりに向けた

整備
方針等

「地域生活中心」という理念を基
軸としながら、精神障害者の一
層の地域移行を進めるための地
域づくりを推進する観点から、精
神障害者が、地域の一員として、
安心して自分らしい暮らしができ
るよう、医療、障害福祉・介護、
社会参加、住まい、地域の助け
合い、教育が包括的に確保され
た「精神障害にも対応した地域
包括ケアシステム」の構築を目指
す

子ども及びその保護者が置かれ
ている環境に応じて、子どもの保
護者の選択に基づき、多様な施
設又は事業者から、良質かつ適
切な教育及び保育その他の子ど
も・子育て支援が総合的かつ効
率的に提供されるよう、その提供
体制を確保すること。

生活困窮者の尊厳の保持を図り
つつ、生活困窮者の就労の状況、
心身の状況、地域社会からの孤
立の状況その他の状況に応じて、
包括的かつ早期に行われなけれ
ばならない。
地域における福祉、就労、教育、
住宅その他の生活困窮者に対す
る支援に関する業務を行う関係
機関（以下単に「関係機関」と
いう。）及び民間団体との緊密
な連携その他必要な支援体制
の整備に配慮して行われなけれ
ばならない。

1)自立支援・重度化防止に向
けた保険者機能の強化等の取
組の推進
2)医療・介護の連携の推進等
3)地域共生社会の実現に向け
た取組の推進等

・ 市町村による地域住民と行政
等との協働による包括的支援体
制作り

「全ての人々が地域、暮らし、生
きがいを共に創り高め合う地域共
生社会を実現する」「断らない相
談支援 などの包括支援や多様
な地域活動の普及・促進につい
て、新たな制度の創設の検討を
含め、取組を強化する」

経済財政運営と改革の基本方
針 2019（骨太の方針 令和
元年６月 21 日 閣議決定）

地域共生社会の実現のための社会福祉法一部改正
地域福祉課、基盤整備課、総務課（老健局）、医療介護連携政策課、政策統括官付情報化担当参事官室

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築事業と市町村が取り組む様々な包括的支援の比較

法的根拠なし
精神・障害保健課

6

5

6
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地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律

障害者総合支援法に基づく相談支援

市町村から見た様々な「包括的支援」と施策統合のイメージ

妊娠期からの包括的支援と子育て世代包括支援

医療・介護における地域包括ケアシステム

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

自殺対策基本法 生きることの包括的な支援
地
域
共
生
社
会
の
実
現市町村

福祉・介護等

地方公共団体等

都道府県
政令市、中核市、
保健所設置自治体

2040年

生活困窮者自立支援事業における包括的な支援

2020年

医
療
・
介
護
・

保
健
・
福
祉
・
教
育

労
働
等
に
お
け
る

重
層
的
支
援

医
療
・
介
護
・
福
祉
領
域
に
お
け
る

一
体
的
な
事
業
推
進
・
重
層
的
支
援

参考）今後の社会保障改革についてー2040年を見据えてー

市町村の現状

市町村の精神保健及び精神障害者の福祉業務の現状

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金
「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

市区町村の精神保健福祉業務に関する調査（速報値）

精神保健（メンタルヘルス）に関する問題への対応（N＝1267）

○ 市町村（保健・福祉）では、精神保健業務実施体制整備に関する法的な裏付けがなく、財
源や専門的人材が不足するなか、既に様々な領域で精神保健（メンタルヘルス）ニーズに対
応している。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自殺対策

虐待（児童、高齢者、障害者）

生活困窮者支援・生活保護

母子保健、子育て支援

高齢・介護、認知症対策

配偶者等からの暴力（DV)

成人保健

大いに

ある

多少

ある

あまり

ない

全く

ない

わから

ない

精神保健福祉相談に関する対応（自治体規模別 N=1267）

○ 1万人未満の町村部では、半数が対応できると回答。
○ 1万から5万人、5万から10万人の市では、ある程度の対応はできるが苦慮しているとの回答が半数

を超える。
○ 10万人から30万人、30万人以上の自治体では、対応できるとの回答が60％以上となっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

中核

概ね対応ができる（あまり困難ではない）

多少の困難はあるが対応できる

ある程度困難を抱えており、対応に苦慮している

対応は困難

市区町村での対応が特に困難な個別相談（複数回答：５つまで）

1

2

3

4

5

中核

受診拒否 ひきこもり 虐待 大声・威嚇 アルコール・薬物

発達障害 自傷・自殺未遂 家庭内暴力 老年期精神障害 知的障害

児童・思春期 高次脳機能 ギャンブル等 ゲーム依存症 その他

○ いずれの自治体も受診拒否（未治療・医療中断）やひきこもり、虐待事例を対応困難と
回答。

○ 小規模市町村では、ひきこもりやアルコール薬物関連問題、認知症が他に比べ多くなる。
○ 10万人以上の自治体では、大声・威嚇や自傷行為・自殺企図、発達障害を困難とする
回答が他に比べ多くなっている。

1：人口1万人未満 N=336 2：人口1-5万人 N=530 3：人口5-10万人 N=188
4：人口10-30万人 N=151 5：人口30万人以上 N=62  中核：中核市・特別区・保健所設置市 N=54（再掲）

対応困難を解決するために望まれる体制（複数回答：５つまで）

○ いずれも、人員体制の充実や精神医療の充実・連携強化を挙げている。
○ 併せて、処遇困難事例（未受診・医療中断等やひきこもり、虐待等）への対応等、保健所
や精神保健福祉センターからのバックアップ（重層的支援）が求められている。

1

2

3

4

5

中核

人員体制の充実 保健所からのバックアップ 精神医療の充実

精神医療との連携強化 精保センターからのバックアップ 研修機会の増加

事例検討会の増加 精神保健担当部署の設置 その他

1：人口1万人未満 N=336 2：人口1-5万人 N=530 3：人口5-10万人 N=188
4：人口10-30万人 N=151 5：人口30万人以上 N=62  中核：中核市・特別区・保健所設置市 N=54（再掲）

1：人口1万人未満 N=336 2：人口1-5万人 N=530 3：人口5-10万人 N=188
4：人口10-30万人 N=151 5：人口30万人以上 N=62  中核：中核市・特別区・保健所設置市 N=54（再掲）

7

8
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市町村の現状

保
健
所
や
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー
と
の
協
働
・
重
層
化

認知症等老年期精神保健・高齢精神障害者の生活支援

心の健康づくりに関する普及啓発

自殺対策事業のうち普及啓発

相談支援事業者との役割分担や連携

発達障害者支援

精神保健相談（電話、面接）

精神障害者等の家族への支援

精神保健相談（訪問（アウトリーチ））

ひきこもり相談・訪問支援

こころの健康推進員・ゲートキーパー養成など精神保健サポーターの育成

自殺対策事業のうち対面相談支援事業

学校保健における精神保健の普及啓発

地域移行支援・地域定着支援

アルコール健康障害対策事業のうち普及啓発

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

病状悪化への早期介入・危機対応

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関する普及啓発

ゲーム依存症に関する普及啓発

ギャンブル等依存症に関する普及啓発

薬物使用障害に関する普及啓発

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関する相談支援

措置入院患者の退院後支援

多職種による訪問（アウトリーチ）支援体制の構築

医療観察法処遇経験者、矯正施設入所歴のある精神障害者の地域生活支援

地域の福祉サービス従事者への研修等人材育成

ピアサポーターの育成

自殺対策事業のうち自死遺族への支援の充実

アルコール依存症者回復支援

ゲーム依存症者回復支援

ギャンブル等依存症者回復支援

薬物依存症者回復支援

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析

精神科医療提供体制の確保・整備

精神科医療機関への監査・指導による人権への配慮

市区町村 保健所 精神保健福祉センター重層化支援体制における役割分担（市町村 N=1267 ）

〇障害者虐待防止センター（市町村必須事業）

〇通報・届出、相談

〇事実確認、立入調査、養護者支援等

市町村の現状（精神保健や精神障害者の福祉と関連する主な施策・事業等）

精神保健福祉法
〇医療保護入院にかかる市長同意

〇精神保健福祉手帳（申請・交付窓口）

〇精神障害についての正しい知識の普及

〇相談指導等

・障害福祉の福祉に関すること

・精神保健に関すること（努力義務）

〇事業の利用調整等

〇成年後見制度審判の請求（努力義務）

〇後見等を行うものの推薦等

〇精神保健診察事前調査への協力

〇障害福祉計画

〇介護給付費等の支給に関する審査会

〇協議会（精神保健福祉部会・地域移行部会等）

〇意思決定支援

〇地域生活支援事業（市町村必須事業）

・理解促進研修・啓発事業

・自発的活動支援事業

・相談支援事業

・基幹相談支援センター等機能強化事業

・住宅入居等支援事業

・障害者相談支援事業

・成年後見制度利用支援事業

・成年後見制度法人後見支援事業

・地域活動支援センター機能強化事業

・障害者支援協議会（自立支援協議会）

・地域生活支援拠点

〇自立支援医療申請窓口

〇障害児福祉計画

〇児童発達支援センター

自殺対策基本法

アルコール健康障害対策基本法 障害者虐待防止法

〇市町村自殺対策計画策定

〇調査研究等の推進及び体制の整備

〇心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等

〇医療提供体制の整備、自殺発生回避のための体制整備

〇自殺者の親族等への支援

〇民間団体の活動支援

〇地域の状況に応じた施策を策定・実施する責務

〇正しい知識の普及(努力義務）

〇健康診査・保健指導等、相談指導、団体支援

障害者総合支援法・児童福祉法

〇他に母子保健・子育て支援、健康増進、医療・介護等、生活困窮者自立支援、高齢者虐待防止等

9
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〇狭山保健所管内の精神保健(メンタルヘルス）相談関連事業実施状況

管内人口
（万人）

PSW
常勤
（人）

随時
相談

子ども
の心

思春期
ひき
こもり

こころの

健康
相談

AL
依存症

気分
障害

DC／
ピア

サポート

自殺
未遂者
支援

自死
遺族
支援

その他

狭山
保健所

77.9 ３ ○ ○
○
◎
家族

○ ◎ 措置診察関連業務
措置入院者退院後支援

所沢市 34.4 ７ ○ ○ ○
○
◎

◎ ◎

○アウトリーチ支援

◎発達障害支援

◎強迫性障害支援

◎高次脳機能障害

支援

狭山市 15.2 3 ○ ○ ◎

入間市 14.8 4 ○ ○ ○ ◎ 〇もの忘れ相談

飯能市 7.9 3 ○ ○ ◎
○
◎

◎ ◎AL節酒指導

日高市 5.6 5 ○ ○ ◎ ◎

出典）狭山保健所管内精神保健福祉担当者会議資料一部改編

○相談事業 ◎グループ相談事業

市町村の現状：埼玉県内の実践（精神保健）

※管内の精神科病院は13病院（2,362床）
※管内の警察署は３署
※管内5市はすべて保健所未設置市

市町村の課題

市町村の強み
• 市町村合併によって組織が専門化したり、専門職員が増加したりすることによって体制が充実した市町村がある。

• 住民及び職員のCIVIC PRIDESが醸成されている。「我が町の健康は、私たちが衛る」「困ったときはお互い様」

・職員は、自らの業務についてセーフティネット機能を意識化し取り組んでいる。

・障害種別に関わらず支援ニーズがある方に寄り添い、地域の互助や関係機関とのネットワークを活用し支援できる。

• 住民サービスへのアクセシビリティがよい。

• 住民互助（町内会レベル～日常生活圏域）の取組が盛ん。

• 小回りの利く行政。

・地域の特性を生かした事業運営(地域性）

・住民ニーズの把握から対応まで一貫性を持って対応(即応性）

・行政職、保健師等専門職がそれぞれの視点で地域を把握している。

・庁内連携と町内連携、地域情報の把握

・互いのネットワークを生かせる形での庁内調整が行われる。

・障害福祉の社会資源のみならず、地域資源（インフォーマルサービス）に関する情報や人的ネットワークもある。

例）自治体や民生委員による地域福祉活動、商工関係者の協力、見守り支援等

• 他の領域のノウハウが共有・活用される

・介護による生活支援体制整備事業、サポーター養成など

・国保によるインセンティブ活用による事業化

• 保健所等との重層連携により役割（入口・出口）を分担することができる（受診受療と退院・地域生活支援）

• 保健所等との重層連携により、協働することができる。（退院後支援、啓発・健康教育事業、地域づくりなど）

• 都道府県(保健所)等の職員と違い、専門職の異動リスクは少ない

11
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市町村の課題

市町村の弱み
• 自治体規模は様々で、財政力に伴い行政サービスは格差がある。

• 医療、介護、教育、交通、災害対応等の分野において、住民一人当たりの行政コストは増大している。

• 少子高齢社会・人口減少社会における世帯構造の変化、家族機能の脆弱化による支援ニーズは増加傾向にある。

• 様々な業務を限られた職員数で対応しており、業務量が過多となっている。

• 法令等により設置が義務付けられている専門職員については一定程度配置されているものの、任意設置の専門職員
については、市町村によって配置状況にばらつきが見られる。

• 人口規模が小さな市町村においては、依然として専門職員が不足している。

• 精神保健福祉法に精神保健相談の法的根拠がないため、業務実施の根拠や財源が薄く、専門職も少ない。

・地方交付税算定基礎に反映されない。

・精神保健福祉相談員任命市町村は少ない。

・精神保健福祉士の配置は政令市・中核市等保健所設置市を除きほとんどない。

・保健師活動は他の領域への取組（母子保健等）が優先される。

• 法的根拠が薄く人員体制も脆弱であるため、保健所や相談支援事業所等へ精神保健活動を依存してしまう

• 福祉部局などに専門職がない場合、精神保健への対応力は脆弱となる。

・アセスメント、プランニングができない。もしくは、ノウハウがなく対応ができない

・医療機関との連携が少ない

・保健所や精神保健福祉センター職員との連携機会が少ない。

・担当者への負担が大きい。もしくは負担を感じるほど取り組まない

• 精神障害者のなかには、「身近すぎて相談しにくい」「理解のある職員がいないので相談できない」「担当者が忙しすぎて
相談するのが申し訳ない」「職員と相談したが解決しない」「相談を受けてもらえない」などの声もある

市町村の弱み、課題に対する対応策

保健所や精神保健福祉センター等都道府県に望まれるバックアップの例

〇個別支援連携

ケースレビュー
アセスメントやプランニングへの助言 （危機介入、児童・思春期、パーソナリティ障害等）

専門性が求められる個別支援・複合ニーズを抱える事例への訪問支援の協働
（受診拒否等援助希求の無いケース、薬物やギャンブルなどアディクション、虐待、8050などの家族支援等）

精神科救急の受診を繰り返す事例など医療調整が必要なケースへの関与

処遇に関するコンサルテーションなど

〇人材育成

各種研修の企画運営への助言・協力、研修会への講師派遣

グループスーパーバイズの実施、ケースカンファレンスへの職員派遣 など

〇企画業務への支援

協議の場の運営への助言、参画（職員派遣）

地域分析など必要なデータの提供

医療関係者等との調整

広域調整が必要な業務の調整

事業企画立案に向けた助言、ノウハウの提供
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市町村圏域で

医療・介護、

保健福祉サービス等を

活用し地域生活する

事例

日常生活圏域で

地域住民とあたりまえに交流し

主体的に社会参加している事例

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築が共生社会の実現に貢献するイメージ

地域移行支援、

措置入院者退院後支援、

受診受療支援など

保健所等による

介入が必要な事例

市町村により保健福サービス

を活用し支援する事例

2020 精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築

2000 2040全ての住民が参画
する地域包括ケアシステム

住民主体で取り組む
地域包括ケアシステム

地域精神医療システム

地域精神保健
・障害福祉システム

市区町村（障害福祉・介護等）

都道府県等（精セ・保健所）

市区町村（保健）

保健予防

医療保健

地域共生

生活支援

障害保健福祉圏域・市町村圏域での重層的支援体制

精神科救急・退院支援等
集中的な支援を要する事例

今後の方向性

地域包括ケアシステム構築
（社会福祉法一部改正） 2025 共生社会の実現

これまでの精神保健福祉サービス

市町村の方向性（福祉型の地域包括ケアシステムとの連動・統合に向けて）

保健領域

〇保健領域における予防活動の充実

（法的根拠・財源確保）

母子保健・成人保健・健康増進に併せて精神保
健業務を明確に位置づけ、精神保健相談、健康教育
（精神保健教育）、家族支援、普及啓発等の取組を
推進する。
また、在宅医療・介護連携や高齢者施策（生活支

援体制整備事業、介護予防・日常生活総合事業）等
との連動を図る。

〇人材の確保・養成

保健師の他、精神保健福祉士、社会福祉士、社
会福祉主事等の保健・福祉系職種が、所定の研修を
受講修了し、首長が『精神保健福祉相談員』として
任命し業務を推進する。
精神保健活動の実践において、地域における多職

種連携のコーディネーターとして役割を担う。

福祉・介護領域

〇相談支援の基盤整備
（社会福祉法一部改正との整合）

地域共生社会の実現のための社会福祉法一部改
正、介護保険法一部改正により取組が始まった福祉
総合相談におけるメンタルヘルス課題に対応するため、
精神保健福祉相談実施体制を強化する。
障害者総合支援法地域生活支援事業により相談
支援体制の強化を図り、地域移行・定着、自立生活
にかかる援助を更に推進するとともに、精神障害者の
意思決定を支援するなど権利擁護の充実を図る。
さらには、当事者が主体的に参画する福祉教育・人
権教育（精神障害に関する正しい知識の普及）を実
装し、地域の互助を強化する取組を推進する。

〇地域基盤の整備

精神保健福祉士、社会福祉士、保健師等の専門
職を配置し、協議の場を活用した地域基盤整備、普
及啓発、地域の互助の醸成等に取り組む。

〇市区町村を主体とした基盤としてシステム構築を目指し、2020年から2025年（短期）、2025年から2040年（中長期）
のロードマップを関係者が共有し、それぞれの市区町村の地域特性を踏まえ、人材の確保・養成、社会資源の拡充を図り、福
祉領域の地域包括ケアシステムと連動・統合することにより地域共生社会を実現に貢献していく。単独で取り組むことができない
市区町村については、広域行政の枠組みを活用するなど基盤整備を図る。
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精神保健福祉センターの現状と課題

全国精神保健福祉センター長会

厚労科研 地域包括ケア分担班

野口 正行

精神保健福祉センター

精神保健及び精神障害者の福祉に関する知識の普及を図り、調査研究を
行い、並びに相談及び指導のうち複雑困難なものを行うとともに、精神
医療審査会の事務並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律の申請に関する事務のうち専門的な知識及び技術を必要
とするものを行う施設であって、都道府県(指定都市を含む)における精
神保健及び精神障害者の福祉に関する総合的技術センターとして、地域
精神保健福祉活動推進の中核となる機能を備えなければならない（精神
保健福祉センター運営要領 H8.1.19 健医発第57号）

都道府県49（東京都3） 政令市20 合計69箇所

都道府県および政令市に必置（精神保健福祉法第６条）

精神保健福祉センターとは

設置根拠

設置状況

精神保健福祉センター運営要領（上記）に記載

業務内容

1
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職員体制の変化

増加 変わりなし 減少 雇用なし

精神保健福祉センターの現状
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3
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7.5

1.5

7.5

33

3
2

8

3

8

0
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15
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30

35

対象人口ごとの常勤職員数（中央値）

100万未満(N=19)

100万以上200万未満

(N=33)

200万以上300万未満

(N=6)

300万以上400万未満

(N=4)

400万以上(N=7)

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する
政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した地域包
括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

出典：令和元年度全国精神保健福祉センター長会調査

センター数

(N=65)

(N=69)

常勤専任精神科医不在のセンター17/65 (26.2%)
常勤専任医師不在のセンター15/65 (24.6%)

常勤精神科医数1.75人,SD=1.17, min0〜max6

センターの平均的常勤職員：合計13名（精神科医1名、保健師3名、心理職2名、事務職4名他）。常勤減センターも2割程度

「センターの常勤職員は増えないのに、業務は増え、その対応には非常勤職
員を配置し、実施するような予算付けが多く、常勤職員の負担は増えるばか
りである（自由記述より）」

今後の業務量の見通し

N=65

セル数値は
センター数
赤色は数が
多いセルを、
緑色は数が
少ないセル
を示す。
色が濃いほ
どその傾向
が強いこと
を示す。

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

業務領域 増加 変わらない 減少

審査業務・判定 59 6 0

精神保健福祉相談 44 21 0

人材育成 43 22 0

保健所・市区町村への技術指導・援助 40 25 0

企画立案 28 37 0

普及啓発 25 39 1

調査研究 15 48 2

組織育成 13 48 4

事業

依存症対策 61 4 0

精神障害者保健福祉手帳判定 60 5 0

自立支援医療（精神医療通院）判定 57 8 0

新型コロナウイルス感染症関連相談や関係機関支援 56 7 1

ひきこもり対策 49 16 0

災害精神保健 47 18 0

精神医療審査会事務 42 23 0

自殺対策 37 26 2

そのほかの精神保健福祉相談 27 38 0

精神保健医療福祉情報の利活用 24 39 1

アウトリーチ 21 35 2

地域移行・地域定着関連 18 42 2

精神科救急システム 11 51 0
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優先事業

センター業務の優先度とその理由

• 依存症、ひきこもり、自殺など新しい地域精神保健の課題の優先度が高い
• 審査判定業務（精神医療審査会、自立支援医療（精神通院）、精神障害者保健
福祉手帳）は業務量が多く、優先度が比較的高い

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）
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優先すべき理由

(N=65：複数回答可)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ギャンブル等依存症者回復支援

薬物依存症者回復支援

ギャンブル等依存症に関する普及啓発

薬物使用障害に関する普及啓発

ゲーム依存症に関する普及啓発

ゲーム依存症者回復支援

自殺対策事業のうち自死遺族への支援の充実

地域の福祉サービス従事者への研修等人材育成

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析

自殺対策事業のうち普及啓発

アルコール健康障害対策事業のうち普及啓発

こころの健康推進員・ゲートキーパー養成など精神保健サポーターの育成

心の健康づくりに関する普及啓発

アルコール依存症者回復支援

ピアサポーターの育成

精神科医療機関への監査・指導による人権への配慮

ひきこもり相談・訪問支援

多職種による訪問（アウトリーチ）支援体制の構築

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関する普及啓発

自殺対策事業のうち対面相談支援事業

学校保健における精神保健の普及啓発

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築

精神保健相談（電話、面接）

相談支援事業者との役割分担や連携

精神科医療提供体制の確保・整備

摂食障害・高次脳機能障害･てんかんに関する相談支援

地域移行支援・地域定着支援

医療観察法処遇経験者、矯正施設入所歴のある精神障害者の地域生活支援

発達障害者支援

措置入院患者の退院後支援

精神障害者等の家族への支援

精神保健相談（訪問（アウトリーチ））

病状悪化への早期介入・危機対応

認知症等老年期精神保健・高齢精神障害者の…

精神保健福祉センター 保健所 市区町村
(N=65)

センターから見た自治体間の役割分担

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」
（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に
関する研究」（研究分担者：野口正行）

（センターとの回答が多い順）
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2
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1

16

9

33

4

3

3

5

10

22

18

2

6

9

7

12

19

7

10

5

17

12

6

9

4

15

12

18

9

4

0

2

3

5

4

2

4

0

1

7

5

1

2

3

0

0

精神科医師の地域支援の理解促進

精神保健関係者を招集しての協議の場設定

行政機関と医療機関の相互理解促進

データの利活用による計画作成等の支援

困難事例への技術支援（アウトリーチ等）を通しての包括的支援体制

構築

精神保健の知識による施策への助言・提案

研修や研究会等による精神保健の人材育成

1 2 3 4 5 6 7
(N=65)

精神保健福祉センターが精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に貢献できること

優先順位

• 優先順位が高い項目
1. 研修等による人材育成
2. 専門機関としての施策への助言
3. 困難事例への技術支援を通しての包括的支援体制の構築

• データの利活用はこれからの課題

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

（数字は％、優先順位が高い順）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

精神保健データベースの整備

可能な範囲で民間委託や民間への業務委譲

大学精神医学講座による人材派遣システム強化によるセンターへの派遣…

ICT活用できる業務環境の整備

専門医制度等における精神保健福祉センターの位置づけの向上

精神保健専門職が自治体上層部に昇進すること

国の精神保健関連の研修会の充実

行政における精神保健医療施策と障害者施策の整理を含む業務組織の再編

自治体の部局間の連携状況の改善

センター内の事業の効率化

研修等によるセンター職員の資質向上

本庁主管課の人員体制の充実

市区町村の人員体制の充実

保健所の人員体制の充実

センター事業予算の確保

自治体における精神保健の重要性の認識

自治体の専門職の人材育成・人事異動・人材配置の有効で一貫した体制…

センター人員体制の充実

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 必要なし (N=65)
優先順位 （優先順位が高い順）

センターが必要な機能を果たせるために必要な対応策

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）
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精神保健福祉センターの強みと弱み

• 専門多職種（精神科医、保健師、精神保健福祉士、臨床心理技術
者等）で構成されている

• 相談・企画立案・審査判定・人材育成など多彩な機能を有する

• 市区町村、保健所、自治体本庁とのつながりがある

• 依存症や自殺対策等で自治体の拠点機能を担うことが多い

• 自治体の中での位置づけが明確でなく、人員配置や予算で専門機
関としての機能確保が担保されていない

• 人員配置基準がないため、精神科医も0から1人のセンターが多く、
他の専門職も事業を兼任しており、人員体制が脆弱

• 支援の範囲が広域なため、支援に偏りが生じやすい

• 審査判定業務の増大等で相談支援業務が圧迫されている

強み

弱み

地域包括ケア充実の視点から上記の特徴を再検討することが必要

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの観点から見た精神保健福祉センター

• 市区町村・保健所・センターの重層的支援体制による自治体の精神保
健業務遂行により、地域密着・多領域・専門性・多職種の特徴を補完

• 自殺対策、依存症、ひきこもり、多職種アウトリーチなど、新しい課
題についての知識、技術などを自治体内で普及・人材育成を行う

• 専門性に基づく経験と知識を生かした協議の場や企画立案への助言

住民のソーシャル・キャピタル、精神保健への理解、ソーシャル・サ
ポート提供

精神保健の一般的スキル、事例の一次相談・支援導入、部署横断的関係

精神保健スキル、市区町村との連携、域内調整、支援困難事例の支援

精神保健の専門的スキル・多職種チーム設置、保健所・市町村と連携

広域・
専門特化

地域密着・
多領域

市区町村

保健所

センター

住民等

多職種・専門性を活用した市区町村・保健所への技術支援により、新しい
課題への支援スキルや知識の開発・普及、人材育成、企画立案を支援

精神保健福祉センターによる重層的支援のイメージ
センターが前面に出て活動するというよりも、自治体の
精神保健全体の機能が活性化するためにバックアップ

バックアップ

各機関の機能・特徴

9
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精神保健福祉センターとしての方向性

支援・人材育成・
ネットワーク構築・
企画立案を連動

センターの強み（精神科医・多職種の存在、相談支援・企画立案、人
材育成等の多機能）を生かした地域包括ケアシステム構築支援

ワンポイントの事例検討会
定期的なスーパーバイズ
依存症、ひきこもり等の特定相談
精神科医等の同行訪問
多職種アウトリーチ支援等の導入

OJT（On-the-Job-Training:同行訪問等）
研修企画
マニュアル作成・活用

市区町村や保健所、本庁への助言・提案
協議の場での助言・提案
計画策定や事業施策への助言・提案
データの解釈・活用の助言

困難事例に対する支援を通しての技術支援

支援経験を活用しての人材育成

多機関支援を通してのネットワーク構築

現場経験を生かした協議の場や企画立案への助言

同行訪問
事例検討会
市区町村・保健所主催の地域での研修への協力

個別ケースマネジメント
から地域マネジメントへ

精神保健福祉センターの特徴ある取り組みの例

• アウトリーチ支援

– センター直営で多職種チーム設置

– 福島県、千葉県、東京都、岡山県、仙台市、静岡市など

– 保健所等への技術支援の枠組みで活動

– 自治体広域のネットワーク構築、人材育成が主眼

– 困難事例支援を通しての地域包括ケアシステム構築

• ひきこもり支援

– 島根県：センターにひきこもり地域支援センターを併設

– わかりやすい支援マニュアルを作成

– マニュアルを相談に活用するとともに、市町村の研修にも使用して、
市町村の底上げを図る

– センターによる市町村育成のモデル

• 措置入院者等退院後支援

– 滋賀県センター

– センターは保健所中心のコーディネートを支援

– 自治体による退院後支援ガイドラインのモデル

自治体精神保健の重層的支援体制構築を支援

アウトリーチ支援を通しての
ネットワーク作成

支援とマニュアル作成・人材
育成研修の一貫したシステム

自治体が主体となったケアの
コーディネート

11
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向けたセンターの課題と必要な対応策

1. 精神保健の重層的支援体制における専門機関としての位置付け

2. 専門機関として必要な人員体制の明確化と配置・予算措置
1. 精神科医の確保（可能なら複数）

2. 保健師・精神保健福祉士・心理技術者等の確保

3. 人事異動での長期在籍・専門性が高い職員の育成配置

4. 必要な事業や資質向上のための予算確保

3. 相談支援・企画立案・審査機能のバランスをとった業務配分

対応策

1. 自治体内での専門機関としての位置付けが不明確

2. 専門機関として必要な人員体制・予算が確保されていない
1. 精神科医が不在のセンターも2割

3. 相談支援・企画立案・審査判定機能の偏り

課題

精神保健専門機関としての体制強化が求められる

まとめ

地域住民や関係機関のニーズをしっかりと受け止
め、専門性をもって対応できる精神保健福祉セン
ター

市区町村・保健所・本庁の機能活性化に貢献

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築
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自治体の精神保健

令和元年度 厚生労働行政推進調査事業費補助金障害者政策総合研究事業

「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」

（研究代表者：藤井千代）

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムに関する研究」

分担研究者

全国精神保健福祉センター長会

野口 正行

1

心の健康づくりや生活支援の視点を重視した地域ベースの精神保健医療福祉へ

2

〇ひきこもり、虐待、孤独死、複雑多重問題など、多領域に内在するメンタル
ヘルスリスクへの対応の必要性の増加

〇医療や支援が必要な人に、適切な医療・支援が届いていない
〇精神障害者のリカバリー・エンパワメントのための支援の不足

〇住民に身近な市町村を中心として、保健所・精神保健福祉センター等が協
働し、相互補完的・重層的支援体制を構築する。

• 地域住民のメンタルヘルスリテラシーの向上
• 精神保健相談体制を基盤とし、本人や家族等の生活ニーズに応じて精

神科医療・福祉・介護その他の支援が身近な場所で適時適切に受けら
れる体制（「待つ」支援のみならず「出向く」支援も強化）

• 必要に応じて、本人の希望を重視した専門性の高い支援、集中的・包
括的な支援、救急医療を含む危機介入が受けられる体制

自治体がリーダーシップを発揮し、民間医療福祉等機関と連携して上記
の仕組みをつくる。

1
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保健所等による

介入が必要な事例

市町村により保健福祉

サービスを活用し支援する

事例

2020
精神障害にも対応した

地域包括ケアシステム構築2000
2040 共生社会
全住民型地域包括ケアシステム

住民主体で取り組む地域包括ケア
全住民を対象とした
こころの健康づくり

自治体が重層的に取り組む
地域精神保健福祉システム

地域精神医療システム

市町村（障害福祉・介護）

都道府県等（精セ・保健所）

市町村（保健）

保健予防

医療保健

地域共生

生活支援

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築により目指す方向性のイメージ

地域共生社会の構築・生活支援・保健予防により、危機介入等を減少

3

精神科救急・危機介入等、
集中的な支援を要する人

保健所等による

介入が必要な人

市町村により保健福祉

サービスを活用し支援

する人

出典：平成２８年～３０年度厚生労働行政推進調査事業費補助金障害者政策総合研究事業「精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究」
（研究代表者：藤井千代）分担研究「自治体による効果的な地域精神保健医療福祉体制構築に関する研究」（分担研究者：野口正行）

市町村圏域で医療、介護、保健、

福祉、居住サービス等を活用し、

地域生活している人

全住民のメンタルヘルスリテラシーの向上による地域共生社会の実現

メンタルヘルスの課題を時々もちなが
ら、日常生活圏域で相互に交流し、

主体的に社会参加している人

※上記の区分は固定的なものではなく、治療や環境等に
よって変わりうる。

地域共生社会と「にも包括」ケア

妊娠期からの
子育て世代
包括的支援

高齢者における
地域包括ケア

国民一人ひとりのメンタルヘルスリテラシーの向上

支援ニーズに応じて、精神保健相談・医療・福祉等の支援を
提供できる体制

集中的・包括的な支援が必要な精神障害を
有する人々への地域支援体制

障害等の領域 精神障害にも対応した地域包括ケア

世代

メンタルヘルスの課題は、あらゆる場面において、全世代・全
支援ニーズに関係する。にも包括は、これらの諸課題を包括す
る視点を持ち、地域共生社会の実現に寄与する。

支援ニーズ

自殺対策

ひきこもり

依存症

そのほか

地域共生社会

【精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの3層構造】
障害の重症度に応じた３区分の領域それぞれに対する体制整備が必要

①国民一人ひとりのメンタルヘルスリテラシーの向上
・こころの健康づくり

普及啓発、学校教育、メンタルヘルスファーストエイド
ソーシャル・キャピタルの醸成

②支援ニーズに応じて、精神保健相談・医療・福祉等の支援を提供
できる体制
・医療へのアクセス、「はたらく」ことへの支援

さまざまなアンメットニーズへのメンタルヘルス支援
医療機関との連携、医療継続支援
障害福祉サービス、介護保険サービスの導入
家族支援、経済的支援、居住支援などさまざまな生活支援

③集中的・包括的支援が必要な状態の精神障害を有する人々への
地域支援体制
・医療ニーズが高い/複雑困難な課題を有する精神障害への支援

治療契約困難な精神障害等への保健的アウトリーチ支援
地域における危機介入
精神科救急体制
多職種による包括的支援、インテンシブケースマネジメント
自治体を中心とした退院後支援、長期入院者の退院支援

「にも包括」を構成する自治体の機関

① 国民のメンタルヘルスリテラシーの向上
② 支援ニーズに応じて、精神保健相談・医療・福祉等の

支援を提供できる体制
③ 集中的・包括的支援が必要な精神障害を有する人々へ

の地域支援体制

市町村：①②を中心に体制整備 実情に応じて③の個別支援の実施
保健所 ：①②③について市区町村支援、③の体制整備
精神保健福祉センター：①②③について市町村、保健所支援
都道府県担当課：①②③の全体把握、方向性の整理

精神障害にも対応した地域包括ケアの全体構造と課題

「にも包括」の構造

３層のそれぞれに各機関が重層的な支援体制を作ることが必要

4
出典：平成２８年～３０年度厚生労働行政推進調査事業費補助金障害者政策総合研究事業「精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究」

（研究代表者：藤井千代）分担研究「自治体による効果的な地域精神保健医療福祉体制構築に関する研究」（分担研究者：野口正行）

3

4
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住民のソーシャル・キャピタル、精神保健への理解、ソーシャル・サポー
ト提供

精神保健一般的スキル、事例の一次相談・支援導入、伴走型支援、
部署横断的連携構築

精神保健スキル、市町村との連携、域内調整、支援困難事例の支援

精神保健専門的スキル・多職種設置、審査判定、市町村・保健所技術支援

広域・専門特化 地域密着・多領域

市町村

保健所

センター

住民等

自治体精神保健における重層的支援のイメージ

自治体の精神保健全体の機能が活性化
するために、それぞれの長所・短所を

理解し、相互補完する形の体制

各機関の機能・特徴

精神保健福祉
センター

都道府県本庁
担当課

出典：平成２８年～３０年度厚生労働行政推進調査事業費補助金障害者政策総合研究事業「精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究」
（研究代表者：藤井千代）分担研究「自治体による効果的な地域精神保健医療福祉体制構築に関する研究」（分担研究者：野口正行）

精神保健の全体把握・全体調整・企画立案・予算確保・部局間連携調整

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの観点から見た自治体の重層的支援体制

市町村

保健所

①メンタル
ヘルス

リテラシー
向上

②支援ニーズに応じ
て、精神保健相談・
医療・福祉等の
支援を提供
できる体制 ③集中的・包括的支

援が必要な状態の精
神障害を有する人々
への地域支援体制

①②③の全体把握・全体調整
•市町村が精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築
の責任主体（保健所も医療調整で中心的役割）
•市町村・保健所・センター・都道府県本庁による役割分担
と重層的支援体制

• 各機関が役割分担しつつ重層的に各層に関与
• ３層構造の関与比重は機関ごとに異なる

• 複雑な支援ニーズのある人々への支援
• 重度の精神障害による入院者の退院後支援
• 危機介入、精神科救急体制整備

都道府県本庁主管課

• 「本人の困りごと」への対応
• ひきこもりや治療につながっていない人々の支援
• 必要な生活支援を受けていない人々の支援
• 長期入院者の地域移行・定着支援

医療

保健所

市町村
福祉

市町村

介護

市町村保健

精神

保健福祉

センター

市町村

保健

医療

保健所

精神
保健福祉
センター

市町村

福祉

高齢・介護
包括ケアシステム

子育て包括ケア
システム

精神にも
包括ケア
システム

地域包括支援センター
認知症初期集中支援チーム
など

社会福祉協議会
基幹相談支援センター
相談支援事業所
地域生活支援拠点
成年後見センター
子育て世代包括支援センター
など

精神科救急医療システム
精神科病院 総合病院
精神科診療所・一般科病院
訪問看護ST・調剤薬局

在宅医療（かかりつけ医）

ｺﾐｭﾆﾃｨﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾁｰﾑ
多職種ｱｳﾄﾘｰﾁﾁｰﾑ

退院後支援

これまで これから

○ これまで都道府県等が主体となり、地域移行・地域定着の推進、ピアサポート活動推進など行い、福祉の
基盤整備は市町村が主体となって取り組んできた。

○ 引き続き、市町村が主体となり「福祉」の基盤整備による地域移行・定着支援等を着実に進めるとともに、
メンタルヘルスリテラシーの向上、一次相談の充実や他領域との連携など、「保健」を基軸とした基盤整
備を車の両輪として整備する。

○ これにより、これまで制度縦割りだった様々な包括ケアシステムに内包するメンタルヘルス課題に対応す
るとともに、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムが、全世代全住民対応型の地域包括ケアシステ
ム構築に寄与することにより共生社会の実現を図る。

高齢・介護
包括ケアシステム

子育て包括ケア
システム

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築後の成果
全世代対応型地域包括ケアシステム構築への寄与

精神障害にも対応した
包括ケアシステム

5

6
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必要により、
共同で支援

専門職の機関横断的関係

自治体精神保健としての方向性

心の健康づくりや生活支援の視点を重視した地域ベースの精神保健医療福祉へ

7

住民
支援ニーズ低～中
の精神障害者

高支援ニーズの
精神障害者

普及啓発
健康診断

一次相談
生活支援導入

危機介入
集中的・包括的
支援

保健 福祉 保健

市町村
保健

保健所

精神保健福祉センター

都道府県等担当課

基幹相談
支援セン
ター

• 計画策定／協議の場の設定等による全体把握・施策推進
• 都道府県本庁における精神保健の重要性の推進
• 関連する本庁内部門および関連団体との連携体制確立

専門的立場からの
意見

予算管理・事業化

精神保健相談の一次窓口と住民基礎サービスの横断的体制確
保による「にも包括」構築の推進
• 高齢者の地域包括ケアや地域共生社会の制度と「にも包

括」の一体的推進
• 基本的な精神保健福祉相談の実施による、早期支援体制の

整備
• 障害福祉サービスの相談支援体制や所外福祉サービス介護

保険サービスの基盤の整備

保健医療連携を核とする「にも包括」構築推進の中心
• 圏域における地域ニーズの把握と精神医療を含めた保健医

療福祉およびそれ以外の関係者の連携促進
• 危機対応を含めた広域および困難事例への相談支援や早期

介入体制整備

• 困難事例への相談支援や技術支援を通じた精神保健全体の個
別支援能力の向上と現場と企画立案の連携促進

• 新しいエビデンスや支援技法の地域への導入による人材育成
• 精神医療審査会等を通じた精神医療の質の向上

バックアップ

バックアップ
バックアップ

バックアップ

連携連携

重要なポイント
• 現場を知り、公衆衛生的視点を有する専門職による機

関横断的な連携
• 機関内の専門職と事務職の人材育成・連携

8

〇かかりつけ精神科医は医療機能（精神障害者等の診療）と社会的機能（公的役割への関与）の役割を果たす。
社会的機能（公的役割への協力）を有する精神科医療機関には、なんらかのインセンティブを付与する。

市町村

保健所

精神保健福祉センター

精神科医療機関

技術支援
多職種アウトリーチ等
審査会等
精神医療審査会等

相談支援
精神保健福祉相談
コミュニティメンタルヘルスチーム

協議の場
精神保健医療福祉等の協議の場

普及啓発：メンタルヘルスファーストエイド

相談支援：精神保健・福祉総合相談

コミュニティメンタルヘルスチーム

協議の場：自立支援協議会、地域ケア会議等の活用

都道府県等主管課

協議の場
精神保健医療福祉等の協議の場
各種計画策定の場

かかりつけ医

+

協議の場
自立支援協議会
精神保健医療福祉等の協議の場

救急医療等
精神科救急体制
措置診察

審査会等
精神医療審査会
自立支援医療・精神障害者
保健福祉手帳等各種審査会

相談支援
精神保健福祉相談
コミュニティメンタルヘルスチーム

普及啓発
住民向け等講演会
他職種向け研修会
広報活動

社会的機能

・外来・在宅医療
・入院医療
・リハビリテーション
・個別ケア会議
・かかりつけ医への
コンサルテーション

医療的機能

・身体合併症対応
・地域でのリエゾンなど
・身体科医療と精神科医
療の連携

自治体における精神保健と精神科医療機関との連携体制

かかりつけ精神科医
多職種チーム

7

8
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Ⅰ 「精神保健」による、住民のこころの健康増進と重症化予防
〇住民基礎データの活用によりすべての市民に精神保健サービスを提供
・普及啓発：メンタルヘルスファーストエイドの手法等により実施
・こころの健康相談

Ⅱ 保健部局に精神保健相談窓口（一次相談窓口）を設置
〇住民の様々な健康課題・福祉的生活課題（虐待、ひきこもり、孤立等）の顕在化後の対処（事後的アプローチ）
から予防的アプローチに転換、早期介入による重症化予防

・福祉総合相談（重層的支援体制事業）と連動し包括的支援におけるアセスメント機能を担う
・訪問支援（保健所や診療所、相談支援事業所、ピアサポーター等との連携した多職種による訪問支援チーム設置）
・伴走型アウトリーチ支援と複雑困難事例への保健所・精神保健福祉センター等が実施するアウトリーチ支援の協働

Ⅲ 福祉部局による精神障害者への地域生活支援の充実
・障害福祉計画により精神障害者の生活基盤の更なる整備、自立支援協議会等「協議の場」で基盤を強化
・福祉総合相談（重層的支援体制事業）により把握した生活ニーズに対する適切な障害福祉サービス等の
利用支援・地域移行・定着、自立生活援助の更なる活用、地域生活支援拠点機能強化、ピアサポーター
養成等による生活支援

〇共生社会の実現に向けて、市町村ではさまざまな包括的支援が開始されているが、結果として「制度縦割り」と
なっている。
〇精神障害者の地域移行については、これまで都道府県・保健所を中心に実施されてきたところであるが、今後は、
市町村が主体的に障害福祉サービスの適切な活用を図りさらに推進することが求められている。（福祉基盤の強化）
〇さまざまな包括的支援の背景には、住民のメンタルヘルスリスクへの介入が課題となっており、市町村における包
括的支援業務については精神保健に関する基盤を確立することにより、身体的な健康増進に併せて、すべての住民の
精神的健康の向上に向けた精神保健業務を開始するとともに、「福祉」により顕在化する住民課題に内包するメンタ
ルヘルスリスクに一体的な対応を行うことが可能となる。このことにより、全住民型の地域包括ケアシステムへの統
合を図り地域共生社会の実現 に貢献するもの。

〇精神保健の取組強化と福祉の充実 共生社会の実現に向けた様々な包括的支援を連動

〇市町村は、2025年までに重層的
支援体制整備事業と連動した精神
障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムを構築
〇国・都道府県等は、市町村が取
り組む体制整備を支援

〇当面の具体的な取組

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築における市町村（保健と福祉）の取組

保健所としての方向性

〇「にも包括」の構築における保健所の役割

• 包括ケアシステムの構築を進めていくためには、障害福祉サービスの実施主体
である市町村の関与は不可欠である一方、精神科医療は圏域や県単位での体制
になっている。精神科救急医療など必要な精神医療体制確保、アウトリーチや
地域移行支援の推進等ができるためには、保健所のマネジメントが必要である。

• 特に人口が少ない小規模市町村などについては、保健所が市町村支援を重層的
に行うことにより、「にも包括」構築を行う。

• 精神保健相談については、市町村では対応困難な事例の個別支援を市町村と協
力しつつ行う。さらに困難な個別支援については精神保健福祉センターの協力
を得る。

• 圏域における精神保健ニーズの把握と支援体制構築を行う。

〇中核市保健所における「にも包括」構築

• 保健センターが住民の身近な場所で精神保健相談の一次窓口となり、保健所が
それを支援する2層構造とする。

• 中核市が23条通報に対応して、その後の地域支援にも関わることにより、措置
対応した精神障害者に対する適切な地域生活支援を行う。

〇政令市における「にも包括」構築

• 精神保健相談を身近な相談窓口が担い、それを保健所が支援し、精神保健福祉
センターが専門的機関として支える重層的支援体制の構築が重要である。

• 企画立案についても、相談支援と同様の重層的体制が必要である。 10

9
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精神保健福祉センターとしての方向性イメージ11

• 個別支援・人材育成・ネットワーク構築・企画立案・医療の質の向上を連動
• 個別ケースマネジメントと地域マネジメントの連動

事例検討会
定期的なスーパーバイズ
精神科医等の同行訪問
多職種アウトリーチ支援等の導入

OJT（On-the-Job-Training:同行訪問等）
研修企画
マニュアル作成・活用

市町村や保健所、本庁への助言・提案
協議の場での助言・提案
計画策定やデータの解釈・事業施策への助言・提案
精神医療審査会等を通じた医療の質の向上

困難事例に対する支援を通しての技術支援

支援経験を活用しての人材育成

多機関支援を通してのネットワーク構築

現場経験を生かした協議の場や企画立案への助言・医療の質の向上

相談・訪問への協力
事例検討会への協力
市町村・保健所主催の地域での研修への協力

新しい地域課題に対する知識・支援方法の支援者への普及

依存症・自殺・ひきこもり・多職種アウトリーチ支援等の知識・ノウハウ等

• 企画調整

• 普及啓発

(地域保健施策における関係部局との連携による実施）

• 相談指導

（障害者自立支援・サービス利用支援等に関する相談）

• 社会復帰及び自立と社会参加への支援

• 入院(市長同意）及び自立支援医療費(精神通院医療)関係事務

• 市町村障害者計画

地域包括ケアシステム構築における（保健所未設置）市町村業務の見直し（案）

これまで これから

• 企画調整

・地域包括ケアシステム構築に関する企画調整・協議の場の運営

・地域福祉計画、介護保険事業計画等と障害福祉計画の一体的な推進、評価

・市域内及び圏域における精神保健福祉・地域福祉等に関する資料作成

• 普及啓発（心の健康づくり、メンタルヘルスリテラシー向上）

・メンタルヘルスファーストエイド等による精神保健教育

・住民健診におけるメンタルヘルスに関するスクリーニング等

• 精神保健相談

・心の健康相談、精神科受診受療相談、アルコール関連問題等依存症相談他

• 多職種連携による訪問指導

・精神科病院入院者等の退院支援・地域生活支援(入院形態によらない）

• 精神障害者の福祉に関する相談

・障害者総合支援法における相談支援（福祉サービス等利用支援）

・重層的支援体制整備事業における伴走型支援の充実

• 人材育成・団体支援

・地域住民、ピアサポーター等への研修、関係機関職員等への研修、団体支援等

〇市町村は、先行する福祉・介護型の包括的ケアシステムとの一体的な支援体制を構築する。（地域包括ケアシステムの統合）
〇市町村（保健）は、普及啓発、精神保健相談・訪問指導、組織育成の主体となる。
〇市町村（保健）は、母子保健、学校保健、産業保健、高齢・介護福祉等と一体的な精神保健相談(一次相談）を実施。
〇市町村（福祉）は、相談支援事業所、障害福祉サービス提供事業所等との連携による社会復帰相談の他、生活困窮者自立支援
事業、地域福祉関係機関、介護保険サービス提供事業所等や総合的・専門的相談の実施者と一体的に、地域生活支援に関す
る伴走型支援を実施するとともに、困難ケースについては、保健所や精神保健センターと協働し問題解決型支援を実施。

〇市町村は、地域住民への精神保健教育を実施するとともに、精神障害当事者・家族等への健康教育、人材育成（ピアサポー
ターやボランティア養成等）を実施し、日常生活圏域における互助の強化により地域包括ケアシステムの構築を図る。

重
層
的
支
援
基
盤
の
確
立
・
強
化
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• 企画調整

• 普及啓発（⇒市町村に事務移管）

(心の健康づくり、精神障害の正しい理解、教室等）

• 研修（市町村、関係機関、施設職員等）

• 組織育成（⇒市町村に事務移管）

（患者会、家族会、自助グループ、ボランティア団体等）

• 相談（⇒一部を市町村に事務移管）

（心の健康相談、受診・受療相談、社会復帰相談等）

• 訪問指導（⇒一部を市町村に事務移管）

• 警察官通報・精神保健診察等措置業務

• 入院等関係事務

• 市町村支援

地域包括ケアシステム構築における都道府県型保健所業務の見直し（案）

これまで これから

• 企画調整

・圏域の医療計画、介護保険事業計画、障害福祉計画の策定

各計画の推進、評価

・管内精神科医療体制整備に関する資料作成

• 市町村支援

・教育研修

・技術指導・技術援助(個別支援連携、体制整備等）

• 精神保健専門相談(特定相談の一部を含む）

・様々な依存症相談、思春期・青年期、妊娠期・産褥期、

自殺未遂者、急性発症・増悪の精神疾患、自傷他害等

• 訪問指導

• 警察官通報・精神保健診察、措置入院者退院後支援等業務

• 精神科医療機関への指導等

・精神科入退院届出事務

・精神科医療機関への実地指導

〇普及啓発、組織育成、精神保健相談・訪問指導（一次相談及び社会復帰相談）については、身近な市町村での実施体制を構
築するため事務移管し、保健所は市町村支援を実施する。

〇保健所は、法定受託事務（措置関連業務）を担うとともに、これまで精神保健福祉センターが実施してきた研修のうち、管
内医療機関、障害福祉関係機関等の支援者を対象とした研修、当事者・家族等を対象とした研修により人材育成を行うこと
により、管内市町村の支援体制構築にむけた支援を実施する。

〇保健所は、圏域もしくは管轄地域における医療計画、介護保険事業計画、障害福祉計画を総合的に推進する。
〇保健所は、管内の精神科医療機関における適切な医療の確保に向けた取組を推進する。

重
層
的
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援
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を
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• 企画立案

• 技術指導及び技術援助

• 教育研修

• 普及啓発（⇒保健所・市町村に一部事務移管）

• 調査研究

• 資料の収集、分析及び提供

• 精神保健福祉相談（⇒人材育成・体制整備を行う）

• 組織の育成（⇒一部を保健所・市町村に事務移管）

• 精神医療審査会の審査に関する事務

• 精神障害者通院公費負担

及び精神障害者保健福祉手帳の判定など

地域包括ケアシステム構築における精神保健福祉センター業務の見直し（案）

これまで これから

• 企画業務

• 調査研究、資料の収集・分析、提供

・本庁・保健所、市町村業務を支援

• 教育研修

• 技術指導・技術援助

• 精神医療審査会

• 主管課との業務連携

・精神科救急医療体制整備、DPAT運営への支援等

• 精神保健特定相談

・依存症相談、災害メンタルヘルス、

・ひきこもり

・自殺未遂者支援、自死遺族相談

・アウトリーチ等

• 専門性の高い広域向けの普及啓発

• 精神障害者通院公費負担及び精神障害者保健福祉手帳
判定業務

〇精神保健福祉センターは、総合的技術センターであり、中核的機能の機能強化を図る。重層支援体制の構築に向けて、企画立案・
調査研究、技術指導・技術援助、精神医療審査会運営機能等に業務を重点化する。
〇精神保健福祉センターは、精神保健福祉相談員養成研修の他、拠点機能として専門的援助技術に関する研修を実施する。
〇精神保健福祉センターが実施してきた普及啓発、組織育成の一部は、保健所に事務移管する。
〇相談支援（依存症、ひきこもり、自殺関連など）については、センターでノウハウを蓄積するとともに、身近な地域での相談支援の普及を図
るため、保健所や市町村での相談ができるように、研修等による人材育成、体制整備を行う。なお、デイケアや社会復帰に関する機能につい
ては、地域の実情を踏まえて見直しを図る。

〇審査会機能の強化を図り、精神医療の質の改善に一層寄与する。

・
総
合
的
な
技
術
支
援
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点

・
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムと自治体の精神保健のまとめ

「にも包括」の概念整理

〇「にも包括」構築は地域共生・生活支援・保健予防により、住民のメンタル

ヘルスの向上と多くの精神障害者が安定した地域生活を送ることができるよ

うになり、結果的に危機介入を減少させることを目指す。

〇「にも包括」は、あらゆる場面において、全世代・全重症度を包括するもの

として、①国民のメンタルヘルスリテラシーの向上、②支援ニーズに応じて、

精神保健相談・医療・福祉等の支援を提供できる体制、③集中的・包括的支

援が必要な精神障害を有する人々への地域支援体制の3層構造すべての体制

整備を必要とする。

自治体の精神保健のあり方

〇これを行うため、自治体は、市町村を「にも包括」構築の責任主体としつ

つ、各機関が役割を持ち協働し、相互補完的・重層的支援体制を構築する。

〇精神科医療については、保健所を中心とした圏域の体制整備を行う。

自治体は精神保健を基盤とし、個別支援を通じて上記の3層構造における医

療福祉を含む関係機関と包括的ネットワークを作り、地域課題に対応する。

〇社会的機能を有する精神科医療機関との連携を促進し、精神保健業務の強化

を図る。
15

今後の方向性と人材育成に係る課題

〇精神保健福祉に関わる専門職の人材：個別支援から地域課題を抽出し、その解決
に向けて企画立案・広域調整・資源開発ができる人材、臨床的視点と公衆衛生的
視点の双方を有し、統合できる人材が求められる。

〇市町村：①個別支援のスキル、②包括的ケアシステムに内在するメンタルヘルス
課題解決を図るため、保健所や精神保健福祉センターとの協働により、精神保健
施策の企画を立案し、地域の実情に合わせた事業推進をできるスキルが必要。

〇圏域および都道府県等：①市町村等と連携しながら困難事例等の個別支援へのサ
ポートができるスキル、②圏域における連携が図れる、あるいは都道府県等にお
けるシステムづくりを行うことができるスキルが必要。

〇人材確保・育成：精神保健福祉相談員研修など研修のほか、OJT、事例検討、人事
異動などを通じた計画的・系統的な人材確保・育成・配置の方針と仕組みが「に
も包括」推進には必要

自治体の精神保健福祉を担う人材に必要な２つの視点

15

16
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実施
主体

202x-5
令和X-5年度

202x-4
令和X-4年度

202x-3
令和X-3年度

202x-2
令和X-2年度

202x-1
令和X-1年度

202x
令和x年度

課題等

１
法第４７条４（精神保健）
市町村の努力義務を義務化

検討会 国会審議 公布 施行準備 施行

(1)＜人材確保＞

専門職採用
精神保健福祉士・社会福祉士等

市町村 採用計画 採用
財源確保（地方交付税措置）
下段の新任者研修を併せて実施

(2)＜人材育成事業＞ 実施主体
プログラム
検討

予算事業化 実施

精神保健福祉相談員養成研修
（市町村保健師等職員対象①基礎）

本課
精セ等

〇 養成研修１

A B

既存の養成研修カリキュラムの
見直し

精神保健福祉相談員養成研修
（市町村保健師等職員対象②実践）

本課
精セ等

養成研修２

A’ B’

精神保健福祉相談員配置事業
（常勤／もしくは特別職）

市町村
保健福祉

首長による
任命

業務
開始

財源確保
（地方交付税措置／補助事業）

職員研修
（対象）管内新任者

保健所
精セ等

実施体制
準備 予算化 新任研修

〇既存の精神保健福祉相談員養成研修事業の内容と要件等を見直し。主催は都道府県等とし、精神保健福祉
センターの機能として、人材育成の研修を整理・統合し、職能団体等との協力により養成研修会を実装。

〇既存職員を対象とした研修及び新規採用者研修に階層化し、研修受講者には修了証を交付することにより、
首長が任命する仕組みとしてはいかがか。

精神保健福祉相談員等の確保・育成のイメージ（具体的な提案）

人材育成に関する今後の方向性

17

（例）市町村における人材確保・育成のイメージ

〇障害者虐待防止センター

〇通報・届出、相談

〇事実確認、立入調査、養護者支援等

市町村の現状（精神保健や精神障害者の福祉と関連する主な施策・事業等）

精神保健福祉法
〇医療保護入院にかかる市長同意

〇精神保健福祉手帳（申請・交付窓口）

〇精神障害についての正しい知識の普及（努力義務）

〇相談指導等

・精神障害者の福祉に関すること

・精神保健に関すること（努力義務）

〇事業の利用調整等

〇成年後見制度審判の請求（努力義務）

〇後見等を行うものの推薦等

〇精神保健診察事前調査への協力

〇法第41条厚生労働大臣指針

障害者総合支援法・児童福祉法

〇障害福祉計画

〇介護給付費等の支給に関する審査会

〇協議会（精神保健福祉部会・地域移行部会等）

〇意思決定支援

〇地域生活支援事業（市町村必須事業）

・理解促進研修・啓発事業

・自発的活動支援事業

・相談支援事業

・基幹相談支援センター等機能強化事業

・住宅入居等支援事業

・障害者（児）相談支援事業

・成年後見制度利用支援事業

・成年後見制度法人後見支援事業

・地域活動支援センター機能強化事業

〇地域生活支援拠点

〇自立支援医療申請窓口

〇障害児福祉計画

〇児童発達支援センター

18

自殺対策基本法

アルコール健康障害対策基本法 障害者虐待防止法

〇市町村自殺対策計画策定

〇調査研究等の推進及び体制の整備

〇心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等

〇医療提供体制の整備、自殺発生回避のための体制整備

〇自殺者の親族等への支援

〇民間団体の活動支援

〇地域の状況に応じた施策を策定・実施する責務

〇正しい知識の普及(努力義務）

〇健康診査・保健指導等、相談指導、団体支援

〇他に地域保健・母子保健・子育て支援、虐待、DV、健康増進、生活困窮者自立支援、学校教育、公営住宅、国民健康保険、後期高齢者
医療保険、介護保険、生活保護等 (第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会資料 山本賢構成員資料より一部改変）

17
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地
域
共
生
社
会
の
実
現

地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律

障害者総合支援法に基づく相談支援

妊娠期からの包括的支援と子育て世代包括支援

医療・介護における地域包括ケアシステム

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

自殺対策基本法 生きることの包括的な支援地方公共団体等

都道府県、政令市、
中核市、特別区、
保健所設置自治体

生活困窮者自立支援事業における包括的な支援

精
神
保
健
・
医
療
の
取
組
を
強
化
し
統
合

市町村から見た様々な「包括的支援」と施策統合のイメージ

19

2040年2021年

参考）今後の社会保障改革についてー2040年を見据えてー

「にも包括」と市町村における他法による包括支援との統合

市町村では、これまで縦割りであった福祉・介護領域の包括的支援が、社会福祉法改正により属性にとらわ
れない支援（重層的支援体制整備事業等）として開始され、2025年に向けて地域包括ケアシステムの構築が
図られている。一方「にも包括」は、法的根拠がなく都道府県等と保健所設置市による事業という位置づけ
のため、福祉型包括支援の取組との連動・統合が課題となっている。市町村（保健）が基盤となり、福祉と
保健を統合した包括的支援体制を構築することが求められる。

(第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会 山本賢構成員資料より一部改変）
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市
町
村

保
健

市町村

福祉・介護等

現状と課題

〇市町村における福祉・介護領域においては、社会福祉法一部改正におり、相談
者の属性、世代、相談内容に関わらない、重層的支援体制整備事業が開始され
た。

〇「にも包括」構築推進は法的根拠がなく、しかも都道府県等と保健所設置市に
よる事業という位置づけで一般の市町村の事業とはなっていないため、福祉型
包括支援の取り組みとの連動・統合が課題となっている。

〇現行の精神保健福祉法は精神障害者の医療及び保護に関する条文が中心であり、

保健予防や地域生活支援などの視点はあまりない。

〇精神保健が児童虐待、ひきこもり、高齢者の認知症や精神障害等の地域共生社
会を構築する上で直面する課題に対して、横断的に包括し、統合するための位
置づけ・法整備がなされていない。

方向性

〇「にも包括」が地域共生社会に資するものとして、自治体の精神保健に位置付
けられるためには、「にも包括」の視点から精神保健医療福祉を包括・統合す
る法整備・予算体系再編も必要ではないか。

〇精神保健福祉法については、心の健康づくりについて強化することと市町村等
による精神保健相談の義務化について検討する必要があるのではないか。

〇地域保健法についても、市町村や保健所の精神保健業務についての記載の充実
が必要ではないか。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムと法体制整備のまとめ

20
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向けた自治体精神保健の課題と必要な対応策21

1. 自治体における精神保健の位置づけ・法的根拠の整備を行う
・自治体全体として精神保健の重要性に関する適切な認識と位置づけ
・市町村の精神保健業務を義務化し、「にも包括」の根拠となる法整備を行う

2. 必要な専門職等の人員体制の確保・育成・配置と予算措置
・精神科医師など医師、保健師、精神保健福祉士等の確保・育成・配置を行うこと

3． 相談支援・企画立案のバランスをとった業務配分と各業務の連動性確保
・相談支援からのボトムアップと企画立案のトップダウンのシステム構築を連動させる

4． 精神保健の重層的支援体制
・役割分担と重層的支援体制の両方の視点が重要：お互いの長所と短所を理解した適切な協力

体制

対応策

1. 自治体における精神保健の位置付け・法的根拠が不明確
・精神保健の優先順位がその重要性に比して低い
・市町村の精神保健業務の義務規定がないなど、「にも包括」の法的根拠がない

2. 専門職の確保が困難
・精神保健のスキルとノウハウを持った専門職の確保と育成と配置が十分でない
・保健所での医師確保や精神保健福祉センターでの精神科医確保が困難

3. 相談支援・企画立案のバランスがとれていない
・市町村では業務の位置づけがあいまいなため、保健所では、感染症対応や精神医療緊急対応への対

応が優先されるため、相談支援が十分にできない
・個別支援、協議の場の運営、計画策定が連動していない

4. 市町村・保健所・センター・都道府県等主管課の連携体制が不十分

課題

22
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自治体の精神保健の調査結果から

23

0% 20% 40% 60% 80% 100%

認知症等老年期精神保健・高齢精…

心の健康づくりに関する普及啓発

自殺対策事業のうち普及啓発

相談支援事業者との役割分担や連携

発達障害者支援

精神保健相談（電話、面接）

精神障害者等の家族への支援

精神保健相談（訪問（アウトリー…

ひきこもり相談・訪問支援

こころの健康推進員・ゲートキー…

自殺対策事業のうち対面相談支援…

学校保健における精神保健の普及…

地域移行支援・地域定着支援

アルコール健康障害対策事業のう…

精神障害にも対応した地域包括ケ…

病状悪化への早期介入・危機対応

摂食障害・高次脳機能障害･てんか…

市区町村 保健所 精神保健福祉センター

今後の行政の精神保健福祉業務に関する自治体間の重層化にむけた役割分担①

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも
対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行），第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会資料（厚生労働省）

●市区町村から見た役割分担
N=1267

●保健所から見た役割分担
N=410

●精神保健福祉センターから見た役割分担
N=65
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認知症等老年期精神保健・高齢精神…

心の健康づくりに関する普及啓発

自殺対策事業のうち普及啓発

相談支援事業者との役割分担や連携

発達障害者支援

精神保健相談（電話、面接）

精神障害者等の家族への支援

精神保健相談（訪問（アウトリー…

ひきこもり相談・訪問支援

こころの健康推進員・ゲートキー…

自殺対策事業のうち対面相談支援事業

学校保健における精神保健の普及啓発

地域移行支援・地域定着支援

アルコール健康障害対策事業のうち…

精神障害にも対応した地域包括ケア…

病状悪化への早期介入・危機対応

摂食障害・高次脳機能障害･てんか…

市区町村 保健所 精神保健福祉センター
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

ゲーム依存症に関する普及啓発

ギャンブル等依存症に関する普及…

薬物使用障害に関する普及啓発

摂食障害・高次脳機能障害･てん…

措置入院患者の退院後支援

多職種による訪問（アウトリー…

医療観察法処遇経験者、矯正施設…

地域の福祉サービス従事者への研…
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アルコール依存症者回復支援

ゲーム依存症者回復支援

ギャンブル等依存症者回復支援

薬物依存症者回復支援

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析

精神科医療提供体制の確保・整備

精神科医療機関への監査・指導に…

市区町村 保健所 精神保健福祉センター
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薬物使用障害に関する普及啓発
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多職種による訪問（アウトリー…

医療観察法処遇経験者、矯正施設…

地域の福祉サービス従事者への研…

ピアサポーターの育成

自殺対策事業のうち自死遺族への…

アルコール依存症者回復支援

ゲーム依存症者回復支援

ギャンブル等依存症者回復支援

薬物依存症者回復支援

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析

精神科医療提供体制の確保・整備

精神科医療機関への監査・指導に…

市区町村 保健所 精神保健福祉センター

今後の行政の精神保健福祉業務に関する自治体間の重層化にむけた役割分担②

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ゲーム依存症に関する普及啓発

ギャンブル等依存症に関する普及啓発

薬物使用障害に関する普及啓発

摂食障害・高次脳機能障害･てんか…

措置入院患者の退院後支援

多職種による訪問（アウトリーチ）…

医療観察法処遇経験者、矯正施設入…

地域の福祉サービス従事者への研修…

ピアサポーターの育成

自殺対策事業のうち自死遺族への支…

アルコール依存症者回復支援

ゲーム依存症者回復支援

ギャンブル等依存症者回復支援

薬物依存症者回復支援

精神保健福祉資料･ReMHRADの分析

精神科医療提供体制の確保・整備

精神科医療機関への監査・指導によ…

市区町村 保健所 精神保健福祉センター

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも
対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行），第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会資料（厚生労働省）

●市区町村から見た役割分担
N=1267

●保健所から見た役割分担
N=410

●精神保健福祉センターから見た役割分担
N=65

関係機関との連携及び今後の市区町村における精神保健業務推進体制

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害

にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）市区町村の精神保健福祉業務に関する調査（速報値）

●精神保健福祉業務における連携状況 N=1267

0% 20% 40% 60% 80% 100%

協議会・各種連絡会議等への参画

困難事例への支援（訪問同行など）

精神保健相談の同席・訪問等への同行

市区町村自殺対策計画の策定、評価

自殺対策に関する連携会議

にも包括の協議の場の開催・参画

地域移行・地域定着支援

市区町村障害福祉計画等の策定、評価
企画調整業務

処遇に関するコンサルテーション等

アルコール依存症対策事業

市区町村職員の人材育成

相談支援事業所等の職員への研修

保健所と

連携あり

精神保健福祉

センターと

連携あり

保健所/精神保健福祉センター両方と連携あり 連携なし

●精神保健の推進について

1：人口1万人未満 N=336 2：人口1-5万人 N=530
3：人口5-10万人 N=188 4：人口10-30万人 N=151
5：人口30万人以上 N=62 中核：中核市・保健所設置市 N=54（再掲）

●一体的な推進に必要な事項（複数回答可）

●市区町村での推進が困難な理由（複数回答可）

1：人口1万人未満 N=174 2：人口1-5万人 N=238
3：人口5-10万人 N=74 4：人口10-30万人 N=16

5：人口30万人以上 N=31 中核：中核市・保健所設置市 N=25（再掲）

1：人口1万人未満 N=152 2：人口1-5万人 N=267
3：人口5-10万人 N=111 4：人口10-30万人 N=78
5：人口30万人以上 N=30 中核：中核市・保健所設置市 N=29（再掲）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

中核

住民に身近な市区町村が主体となり、他の包括的支援体制と一体的に実施すべ

きである
専門的な機関である保健所が主体となり実施すべきである

広域的かつ専門的技術を有する精神保健福祉センターが実施すべきである

1 2 3 4 5 中核

専門職の配置など、人員体制の
充実

157 203 64 53 23 21

福祉部局等との一体的な
相談支援体制の構築

126 180 61 52 24 18

精神保健業務を所掌する組織
体制の強化

94 155 52 50 17 16

体制構築や事業の推進にかかる
財政的支援

63 97 34 34 20 12

精神保健福祉法による法的根拠 52 83 35 28 14 11

その他 15 19 6 4 1 0

1 2 3 4 5 中核

精神保健業務を担う人材の不足
もしくは人材確保が困難

147 240 95 72 20 23

他の地域保健業務量が過大であり、
新たに業務量が増えることとなる

104 174 63 45 11 9

精神保健業務を所掌する組織
体制が確立できない

79 150 62 42 16 16

精神保健相談業務は法的根拠が
努力義務（精神保健福祉法第47
条）であり業務の確立・推進が困難

39 99 46 32 6 8

保健所や精神保健福祉センター
からのバックアップが得られない

24 44 33 21 3 2

医療や教育、住宅、労働など
広域的な調整が必要

59 117 54 29 4 6

その他 10 22 5 13 2 4
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保健所業務遂行のために必要な体制整備

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも
対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行），第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る検討会資料（厚生労働省）

(N=421)
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公認心理師の増員

ハローワーク等労働関係機関との連携･調整

児童相談所など県機関との連携強化

所内での事例検討会等の強化

関係機関によるサービス調整会議の強化

多職種アウトリーチチームの設置

精神保健福祉相談員の増員

精神保健福祉士の増員

公衆衛生医師の確保

精神保健福祉センターとの連携強化

本庁主管課との連携強化

保健師の増員

精神科病院と地域援助事業者の橋渡し

警察･消防等機関との連携･調整

措置診察医の確保

管内市区町村との連携強化

夜間･休日の精神科救急医療体制の整備

精神科医の協力

大変大きい 大きい どちらともいえない 小さい とても小さい

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

1) 地域精神保健福祉における保健所の役割

2) 実施体制

2-1) 体制

2-2) 職員の配置等

2-3) 会議等

3) 業務の実施

3-1) 企画調整

3-2) 普及啓発

3-3) 研修

3-4) 組織育成

3-5) 相談

3-6) 訪問指導

3-7) 社会復帰及び自立と社会参加への支援

3-8) 入院及び通院医療関係事務

3-9) ケース記録の整理及び秘密の保持等

3-10) 市町村への協力及び連携

％

中核市における精神保健福祉業務（N=54 回答率90％）

出典：令和２年度厚生労働行政推進調査事業費補助金「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する政策研究」（研究代表者：藤井千代）
分担研究「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

中核市における精神保健福祉業務調査（速報値）

●現在の業務運営要領において、中核市としての業務運営や
対応・判断に苦慮した経験 N=54

●警察官通報における関与の状況 N=49

81%

15%

4%

ある

ない

不明

●対応・判断に苦慮した業務運営要領の項目 N=44

91%

5% 4%
行っている

行っていない

不明

●警察官通報における通報受理以外の関与の有無 N=54

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

1) 権限移譲

2) 事務委託

3) 協定等による同行等

4) 事前調査への協力

5) 情報提供

6) その他

％
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精神保健福祉センターの現状
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対象人口ごとの常勤職員数（中央値）

100万未満(N=19)

100万以上200万未満

(N=33)

200万以上300万未満

(N=6)

300万以上400万未満

(N=4)

400万以上(N=7)

出典：令和２年度厚労科研「地域精神保健医療福祉体制の機能強化を推進する
政策研究」（研究代表者：藤井千代）分担研究「精神障害にも対応した地域包
括ケアシステム構築に関する研究」（研究分担者：野口正行）

出典：令和元年度全国精神保健福祉センター長会調査

センター数

(N=65)

(N=69)

常勤専任精神科医不在のセンター17/65 (26.2%)
常勤専任医師不在のセンター15/65 (24.6%)

常勤精神科医数1.75人,SD=1.17, min0～max6

センターの平均的常勤職員：合計13名（精神科医1名、保健師3名、心理職2名、事務職4名他）。常勤減センターも2割程度

「センターの常勤職員は増えないのに、業務は増え、その対応には非常勤職
員を配置し、実施するような予算付けが多く、常勤職員の負担は増えるばか
りである（自由記述より）」

自治体の精神保健の今後の方向性と課題
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29
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステムにおいて期待される
自治体の精神保健の重層的支援体制と各機関の役割

○自治体機関は大きく企画立案機能と相談支援機能に分けられる。それぞれの機関に適した機能のバランスが求められる。
○市町村が地域住民に近い位置で、「にも包括」の体制構築を行う。保健所、精神保健福祉センター、都道府県等主管課がそれぞ
れ役割分担をしながら、かつ重層的に支援

○各機関との関係が強い保健医療福祉機関、それ以外の機関との連携を保ちつつ、全体として包括的・統合的なネットワークとな
るようにシステムづくりを行う

精神保健の重層的支援体制

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム

市町村
住民に最も身近な機関として、地域に根ざした部署横断的包括的支援及び計画づくり

基本的な精神保健相談・訪問支援
福祉サービス導入・普及啓発・団体育成

地域住民

重
層
的
支
援
体
制

医
療
機
関

消
防

教
育

児
童

住
居

雇
用

連
携

介護

福祉

保健医療福祉
以外の機関

自治体機関の役割の概要

県
全
体

複
数
市
町
村

市
町
村

主管課

医療計画等計画策定／
協議の場の設定／調査研究

精神保健福祉センター

困難事例への技術支援／人材育成／審査・判
定/企画立案への提案・助言／調査研究

保健所

困難事例への相談・訪問および市町村支援／措置対応など緊急
対応/措置入院者等困難事例の退院支援／地域移行・地域定着

医療計画等の計画策定／圏域における協議の場の設定

市町村

基本的な精神保健相談・訪問／精神障害者の福祉相談
市町村レベルの計画策定
組織育成・普及啓発等

計画
策定

総合
調整

調査
研究

人材
育成

連携
調整

直接
支援

相談支援機能

普及
啓発

企画立案機能

都道府県等主管課
体制整備・計画作成・予算確保・配分

地域医療構想

精神保健福祉センター
専門機関

複雑困難事例支援
市町村・保健所支援・主管課助言

保健所
広域的専門的拠点

困難事例の精神保健相談・訪問支援
地域医療構想の調整

措置通報等危機管理への対応

出典：平成28年～30年度厚生労働行政推進調査事業費補助金 障害者政策総合研究事業「精神障害者の地域生活支援を推進する政策研究」
（研究代表者：藤井千代） 分担研究「自治体による効果的な地域精神保健医療福祉体制構築に関する研究」（分担研究者：野口正行）

31

軽～中等度精神障害者 重度度精神障害者

〇予算、各種計画策定・推進 〇企画調整・協議の場 〇行政指導等（医療機関、障害福祉事業等）

都道府県（本庁）・圏域

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に向けた行政機関の業務分担（案）
（主として、精神保健関連業務に関すること）

普及啓発

精神保健相談（一次相談）
・相談支援
・家族支援（訪問支援、心理教育等）
・居住支援や総合相談との連携等

訪問指導
・コミュニティメンタルヘルスチーム
・ピアサポーター他各相談機関連携

人材育成・団体支援
・住民互助の醸成
・当事者・家族支援等
・相談支援事業者等支援者

各種市町村計画の推進

企画調整
（協議の場等）

精神保健相談
（二次相談・特定相談の一部）

訪問指導
・措置関連、医療観察等

人材育成
・専門職・市町村職員
・地域援助事業者等支援者

市町村支援

適正医療の確保
・医療機関指導
・各種計画推進・評価

企画調整
（協議の場等）

適正精神医療の確保
・精神医療審査会、精神障害者保
健福祉手帳・自立支援医療判定

拠点機能（専門相談）
特定相談

・依存症、自殺、ひきこもり
・災害精神保健 等

企画調整
（協議の場へのコンサルティング等）

拠点機能
（アウトリーチ支援等）

・保健所・市町村支援

主管課支援
・各種計画の評価、推進等

拠点機能（人材育成・調査研究）

・教育研修 ・技術指導
・支援技法の開発・試行

市町村 保健所 精神保健福祉センター

32

31

32
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地域包括ケアシステム構築における自治体精神保健福祉業務の見直し（案）

市町村
ー精神保健福祉の第一線機関ー

保健所
ー圏域の精神保健医療の中心機関ー

精神保健福祉センター
ー総合的専門的技術拠点ー

都道府県、政令市主管課

普及啓発
住民全体
への支援

◎精神保健相談（義務化）
〇継続的な見守り・伴走型支援
〇健康増進事業・自殺対策事業
・生活困窮者自立支援事業等と
の連動、庁内多分野連携

〇健診（うつｽｸﾘｰﾆﾝｸなど）
〇早期支援のための普及啓発
（MHFA等）

〇心の健康教育・ﾘﾃﾗｼｰ向上
（住民組織、中学生等）

〇普及啓発（自死遺族、依存
症）
〇精神保健教育・ﾘﾃﾗｼｰ向上

・学校保健との連携構築
（高等教育、大学等）

〇産業保健との連携構築

〇資料収集・データ分析及び
提供

◎エビデンスのある支援技法
の試行と普及

・依存症、ひきこもり、自殺、
アウトリーチ等

・精神保健教育の普及等
〇技術援助
（広域多分野調整的）
〇人材育成
・スーパーバイズ
・精神保健福祉相談員等研修
◎精神医療・保健・福祉等
サービスの質の向上のため
の取組

・精神医療審査会
・精神障害者保健福祉手帳・
自立支援医療（精神通院）
判定

◎複雑困難事例の支援

◎保健所・市町村支援

【企画】
◎精神保健の重要性についての
庁内での周知
（部局横断的な活動等）
・精神保健基盤強化
・庁内体制構築
・普及啓発事業予讃の確保
◎地方精神保健福祉審議会等に
よる協議

〇データ分析・事業評価

医療機関
との連携

◎精神保健相談（義務化）
◎医療機関に関する情報提供
◎受診支援
◎医療継続支援
◎長期在院者への支援
・市町村長同意に関する支援
・1年以上入院者への支援等
〇個別ケア会議

◎圏域保健医療の協議の場
〇未治療者等への訪問支援、必
要に応じた受診支援

〇保健医療ネットワーク構築
〇個別ケア会議（事例検討会）
〇複雑困難事例のマネジメント
〇通報対応、措置診察
〇ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づく退院後支援
〇地域移行・地域定着支援

◎精神科救急医療体制整備
◎疾患や課題別の治療および
相談拠点の設置

◎圏域ごとの精神保健医療の課
題と方向性の確認
◎精神医療審査会と実地指導
・実地審査の連携

福祉・介護
その他

〇障害福祉サービス利用支援
〇医療・福祉・介護等連携体制
構築

〇居住支援

〇地域精神保健福祉体制整備
〇関係団体等との調整
〇市町村支援バックアップ

◎精神保健と福祉の統合
・都道府県：保健医療関係計画
の策定、進行管理

◎医療計画、介護保険事業計画、
障害福祉計画の整合性の確保

アウト
リーチ

◎都道府県の実情に合わせて、市町村や障害者福祉圏域に自宅等
への訪問支援を行う専門職等から構成されるチーム（ｺﾐｭﾆﾃｨﾒﾝﾀﾙﾍ
ﾙｽﾁｰﾑ）や保健的アウトリーチチームの設置

〇複雑困難事例等への
アウトリーチ支援

〇スーパーバイズ

〇予算確保
〇実施状況の把握

家族支援 ◎都道府県の実情に合わせて、市町村もしくは保健所主体で
家族支援事業の実施

〇家族会支援

◎保健所や市町村による保健
的アウトリーチ、家族支援
体制構築支援

○ピアサポートを担う人材育
成８陽性者研修）

ピアサ
ポーター

◎都道府県の実情に合わせて、市町村もしくは保健所主体で
ピアサポーター養成、活動支援等の実施（相談支援事業所等へ

の配置促進）

市町村の課題に対する対応策

保健所や精神保健福祉センター等都道府県に望まれるバックアップの例

〇個別支援連携

ケースレビューによるケースの共有
アセスメントやプランニングへの助言

（危機介入事例、児童・思春期、パーソナリティ障害、ひきこもり等）

専門性が求められる個別支援・複合ニーズを抱える事例への訪問支援の協働
（受診拒否等援助希求の無いケース、薬物やギャンブルなどアディクション、虐待、8050等の家族支援等）

未治療・医療中断、救急受診を繰り返す事例など医療調整を要するケースへの協働

処遇に関するコンサルテーションなど

〇市町村等職員への支援、人材育成

各種研修の企画運営への助言・協力、研修会への講師派遣

ケースカンファレンスへの職員派遣、グループスーパーバイズの実施など

〇企画業務への支援

協議の場の運営への助言、参画（職員派遣）

地域分析など必要なデータの提供

医療関係者等との調整

広域調整が必要な業務の調整

事業企画立案に向けた助言、ノウハウの提供
34(第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会 山本賢構成員資料より）
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保健所としての課題

〇各自治体での取り組みの推進が図れるような仕組みづくり

• 「にも包括」を進めるの法整備やインセンティブ制度などが十分にない。

〇保健所がリーダーシップを発揮できるよう人材の確保

• 保健所では、救急対応や自殺対策等、目の前にある問題解決や事業に追われ、
精神保健の体制整備が後回しになっている現状がある。また新型コロナ感染症
対応が優先されており、精神保健の優先度が低くなっている。

〇中核市保健所における23条通報の対応について

• 措置通報に係る業務について、立ち合い、調査、診察などの権限移譲に加えて、
措置不要後の47条対応など、中核市の関与について法的根拠や業務の範囲、役
割と責任の所在が不明瞭であり、中核市の実施状況に大きな差がある。

• 経由事務のみの中核市は、対象者に対して早期に関与する機会を失っている。

〇政令市保健所の精神保健活動について

• 政令市における精神保健活動についての実態把握と課題整理が必要である。

35

中核市の精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（イメージ）

【特徴】〇市保健所は、母子保健・障害福祉・高齢者福祉分野等との協働や連携がしやすい状況である。
〇市保健所は、医療・保健分野において、日常生活圏域内でも関与が強くなる。

【重要】〇市保健所は保健センター及び福祉事務所と２層の関係になっている。
〇中核市の協議の場で話し合われたことを３層の都道府県の協議の場へのフィードバックしていく。

市町村精神保健機能を保健センターに配置し、重層的な支援体制を構築

35
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中核市保健所の課題

○23条通報における中核市保健所の役割に関する課題

• 措置入院に至るまでの経過に中核市保健所がかかわる制度的根拠が不明確

• 必要な専門職員の人員配置や夜間休日にも対応できるような体制整備が必要

37

法第47条（精神保健福祉相談）

都道府県から法定移譲され

ており、中核市が主体的に

相談支援を広く実施してい

る。

法第23条（警察官通報の受理）

都道府県より法定移譲され

ているが、通報に至らない

事例については法第47条に

基づき相談支援を行う。

法第27条（調査・指定医の診察）

都道府県が主体の事務であ

るが、中核市の約26％では

権限移譲や事務委託により

実施していることを含め、

中核市全体の91％が同行・

情報提供等の何らかの関与

をしている。

法第29条（入院措置）

退院後支援に向けて「精神

障害者の退院後支援に関す

るガイドライン」により、

計画の作成主体として位置

付けられ、法第47条に基づ

く相談支援の中心的役割を

担う。

精神保健福祉法第23条による警察官通報における中核市の関与の現状

対象者へ早期に関与することにより長期入院を防ぎ、退院後支援を円滑に進めることが
望ましいが、現状では法第47条のみが法的根拠となるが、その範囲が不明確であるため、
地域により現状が異なる。

精神保健福祉センターとしての課題

①地方自治体内での位置づけ
• 精神保健が地域共生社会の構築にとって重要な課題であることを、自治体のリーダーレ

ベルで認識することが必要。

• 精神保健全体の機能活性化のために、中枢機関となるセンターの機能強化が必要である
ことを自治体として確認し、組織的予算的に位置付けることが必要。

②人員体制
• 個別支援で市町村や保健所を支援する、各種事業を主体的に運営する、市町村や保健所、

本庁に助言する、専門医療機関との連携を促進するなど、精神保健の専門機関としての
高い機能を維持するには、精神保健に経験が深く、企画調整能力が高い有能な専門職員
の育成と計画的・効果的配置が必要。

③精神科医の確保
• 困難事例への相談支援や、必要に応じて医学的アセスメントを含めた専門的助言を行い

つつ、調査研究、データ解釈、精神医療審査会事務や精神障害者保健福祉手帳の適切な
審査等協議の場の運営など企画立案機能をしっかり果たせるためには、臨床能力に秀で
つつ、かつ公衆衛生の視点も併せ持つ精神科医の確保と育成が必要。

• 精神科医が一人のセンターが多いが、センターの支援力・企画力・発信力の向上と継続
性の担保のためにも、精神科医の複数体制が求められる。

④ 精神医療の質の向上のための体制確保
• 精神医療審査会、精神障害者保健福祉手帳、自立支援医療（精神通院）については、精

神医療の質の改善に資するため、委員の構成・確保及びその質の向上についての対処が
必要

38
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精神保健福祉センターとしての方向性

〇相談支援

• 市町村や保健所で支援困難な事例をセンターが医師を含む多職種により支援する（多職種による
アウトリーチ支援等）

• 依存症相談拠点、ひきこもり地域支援センター、自殺対策推進センターなどを活用して相談を受
けつつ、市町村や保健所や専門医療機関と連携した支援を行う。

〇人材育成

• 個別支援とケア会議を通じて市町村・保健所等の専門職のOJTを行う。

• ノウハウとネットワークを活用することで、事例検討会、研修実施、マニュアル作成等を行う。

• 理念や新しい支援技術を地域ニーズに即した形で普及し、市町村や保健所等の支援技術向上・人
材育成に資する。

〇企画立案

• 地域ニーズを反映させる形で、保健所や本庁の協議の場の運営を支援する。

• 現場の支援状況を考慮した形でデータの解釈を行い、保健所や本庁の各種会議、調査研究、事業
化、予算編成や計画作成等の企画立案業務への助言を行う。

• 市町村支援については、保健所、本庁と連携しつつ、企画立案に関する技術援助を行う

〇人権擁護

• 精神医療審査会等を活用しつつ、都道府県による実地審査・実地指導と連携しつつ精神医療の質
の向上を図る。

〇調査研究

• 市町村、保健所、本庁などと連携することにより、地域精神保健に関する調査研究を行うことに
より、地域課題の把握を行う。

• 国内外のエビデンスを取りいれ、地域事情を考慮した形で都道府県等内での普及を目指す。

39

〇精神保健の専門機関として、都道府県における相談支援・人材育成・企画立案
・人権擁護・調査研究を担保する役割を担い、精神保健の底上げを図る。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
構築推進事業について

40
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業の見直し（案）

〇精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築にむけた自治体機能強化事業（仮称）

種別 事業内容の例 実施主体の例

Ⅰ基盤整備事業

1）精神科医療体制強化 ・精神科救急医療体制強化事業
・身体合併症等連携システム構築
・精神医療相談事業 等

都道府県等

2）福祉基盤の強化 ・「協議の場」による福祉基盤の強化
・ピアサポーター養成・活用
・地域移行・定着、自立生活援助等障害
福祉サービスの提供体制整備、

・地域生活支援拠点機能強化

保健所・市町村

3）保健基盤の構築・強化 ・「協議の場」によるメンタルヘルス基盤の整備
による住民のメンタルヘルスリテラシー向上

保健所・市町村

・多職種連携による訪問支援体制の構築事業
・多職種アウトリーチ支援事業

精神保健福祉センター
・保健所・市町村

・ピアサポーターによる啓発事業
・メンタルヘルスサポーター養成事業

保健所・市町村

市町村必須事業化 ・精神保健相談体制構築事業
・家族支援体制構築事業

市町村

4）総合相談機能強化
市町村必須事業化

・福祉総合相談と精神保健の連携構築
・居住支援と精神保健の連携構築
・在宅医療と精神保健の連携構築

市町村

※厚労内部の調整？

42

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業の見直し（案）

〇精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築にむけた自治体機能強化事業（仮称）

種別 事業内容の例 実施主体の例

Ⅱ 基盤整備のための人材育成事業

1）精神保健福祉相談員養成 市町村・保健所等における従事者養成研修 精神保健福祉センター

2）ピアサポート専門員養成 相談支援に従事するピアサポーター養成
地域で多様な活動をするピアサポーター養成

精神保健福祉センター
・保健所

3）支援機関職員対象 精神保健福祉基礎研修
・社会福祉協議会職員、ヘルパー等

精神保健福祉センター

ケースマネジメント研修
・相談支援専門員、介護支援専門員
・市町村総合相談従事者 等

保健所・市町村

メンタルヘルスファーストエイダ―養成
・保健所職員、市町村職員、教職員等

精神保健福祉センター
保健所

Ⅲ 市民に向けた普及啓発等

１）メンタルヘルスリテラシー向
上

メンタルヘルスサポーター養成（MHFA） 保健所・市町村

２）ピアサポーター養成
市町村必須事業化

仲間とゆったり活動するピアサポーター養成
（社会復帰相談指導事業の発展形）

市町村

３）家族支援 メリデン版訪問家族支援
心理・家族教育による家族相談員養成

精神保健福祉センター
保健所・市町村

41
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築推進事業の見直し（案）

〇精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築にむけた自治体機能強化事業（仮称）

種別 事業内容の例 実施主体の例

Ⅳ 長期在院者等支援事業

１）退院意欲喚起事業 友愛訪問事業 保健所・市町村

外出支援事業 （地域援助事業者）

福祉サービス説明会実施事業 市町村

２）地域交流等事業 地域生活体験事業 保健所・市町村

地域交流事業 （地域援助事業者）

３）医療、保健、福祉等関係機関職員の
相互理解・連携促進研修事業

多職種訪問支援事業 精神保健福祉センター
保健所・市町村

「にも包括」の法的整備

44
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にも包括構築から見た精神保健福祉法に関する課題

〇精神保健福祉法

• 精神障害者の精神科入院治療が中心となった規定内容であり、「にも包括」の
視点を十分に含んでおらず、「にも包括」の根拠にはならない
• 心の健康づくりの視点に乏しい

• 相談支援など早期の対応が後回しになっている

• 市町村の精神保健相談が努力義務に留まっている（第47条）

〇関連する法律

• 「にも包括」に関係している法律を精神保健の視点から結びつけ統合する、
「にも包括」の根拠となる法律がない
• 障害者総合支援法：3障害の生活支援サービスを規定

• 介護保険法：介護保険サービスに関わる内容

• 医療介護総合確保推進法：地域包括ケアシステムの構築と整備

• 地域保健法：保健所や市町村の保健活動を規定し、自治体の精神保健にとっても重要

• 健康増進法：健康診断、保健指導、受動喫煙の防止など

• 自殺対策基本法：保健所の役割が明確ではない。

• アルコール問題対策基本法

• 社会福祉法：

• 障害者虐待防止法

45

〇「にも包括」の構築を見据え、地域共生社会に向けた全世代全障害型の体制
整備のためには法整備や各種指針の見直し、必要な財政的方策等も検討が必要

精神障害にも対応した
地域包括ケアシステム

妊娠期からの
切れ目のない支援
子育て世代包括支援

生活困窮者自立支援
における包括的な支援

地域包括ケアシステム
地域共生社会の実現
に向けた包括的支援

根拠
法令等

※補助事業（H29～)
※障害福祉計画

子ども・子育て支援法（H24)
※子ども子育て支援計画

生活困窮者自立支援法
（H25)

地域包括ケアシステムの強化の
ための介護保険法等の一部を改
正する法律（H30)
※介護保険事業計画

改正社会福祉法（H29）
※地域福祉計画

厚労省
所管

社会・援護局 子ども家庭局 社会・援護局 老健局、保険局 社会・援護局

実施
主体

都道府県
政令市、中核市、特別区、
保健所設置市

市町村 市（特別区を含む）及び福祉
事務所を設置する町村
都道府県

市町村 市町村

包括的
連携

医療、障害福祉・介護、社会参
加、住まい、地域の助け合い、教
育

家庭、学校、地域、職域、
その他の社会のあらゆる分野

福祉関係課
（保護担当、地域福祉担当、
高齢、障害、児童）
保健医療、住宅、商工、
教育、税務、保険・年金、水道、
市民生活、人権

〇医療・介護連携推進等
〇地域共生社会実現に向けた
取
組の推進等

地域住民の複合化・複雑化した
支援ニーズに対応する包括的な
支援体制の構築
①断らない相談
②参加支援、
③地域づくりに向けた

整備
方針等

「地域生活中心」という理念を基
軸としながら、精神障害者の一
層の地域移行を進めるための地
域づくりを推進する観点から、精
神障害者が、地域の一員として、
安心して自分らしい暮らしができ
るよう、医療、障害福祉・介護、
社会参加、住まい、地域の助け
合い、教育が包括的に確保され
た「精神障害にも対応した地域
包括ケアシステム」の構築を目指
す

子ども及びその保護者が置かれ
ている環境に応じて、子どもの保
護者の選択に基づき、多様な施
設又は事業者から、良質かつ適
切な教育及び保育その他の子ど
も・子育て支援が総合的かつ効
率的に提供されるよう、その提供
体制を確保すること。

生活困窮者の尊厳の保持を図り
つつ、生活困窮者の就労の状況、
心身の状況、地域社会からの孤
立の状況その他の状況に応じて、
包括的かつ早期に行われなけれ
ばならない。
地域における福祉、就労、教育、
住宅その他の生活困窮者に対す
る支援に関する業務を行う関係
機関（以下単に「関係機関」と
いう。）及び民間団体との緊密
な連携その他必要な支援体制
の整備に配慮して行われなけれ
ばならない。

1)自立支援・重度化防止に向
けた保険者機能の強化等の取
組の推進
2)医療・介護の連携の推進等
3)地域共生社会の実現に向け
た取組の推進等

・ 市町村による地域住民と行政
等との協働による包括的支援体
制作り

「全ての人々が地域、暮らし、生
きがいを共に創り高め合う地域共
生社会を実現する」「断らない相
談支援 などの包括支援や多様
な地域活動の普及・促進につい
て、新たな制度の創設の検討を
含め、取組を強化する」

経済財政運営と改革の基本方
針 2019（骨太の方針 令和
元年６月 21 日 閣議決定）

地域共生社会の実現のための社会福祉法一部改正
地域福祉課、基盤整備課、総務課（老健局）、医療介護連携政策課、政策統括官付情報化担当参事官室

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築事業と市町村が取り組む様々な包括的支援

法的根拠なし
精神・障害保健課

46
46

(第3回精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に係る検討会 山本賢構成員資料より一部改変）
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